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あいさつ 

猛暑の候、組合員の皆様には益々ご健勝のことと心よりお慶び申し上げます。 

平素は、ＪＡあいおいの各事業に格別のご理解とご協力を賜り厚くお礼申し上げます。 

さて、新型コロナがやっと落ち着いてきた感がありますが、一方、取り巻く社会経済情勢は相変わ

らず厳しいものばかりです。地球・世界規模から地域規模までリスクが渦巻いています。今年(令和６

年)に入って能登の大地震をはじめ各地で大小の地震が頻発し、当地相生も含めた播磨南部では、４月

半ばに降った雹(ひょう)が、この地では経験のない被害をもたらしました。また、ウクライナ・ロシ

ア、中東の戦争も終わりが見えません。このような自然災害や地政学上の脅威により私たちの末端の

地域社会にまで影響が押し寄せています。現在の円安、物価高騰などに現れる経済的影響だけにとど

まらない状況、この先の未来をも危惧いたします。いま、農業経済団体ＪＡとしてできる「有事の、

中長期的な意味での食料安定供給、食料安全保障の課題」に対して、私たちのこの小さなエリアにお

いても農業の持続可能性(Sustainability)に向けた取り組みの必要性を強く感じております。“備え

あれば、憂い軽減”です。 

こうした中、当ＪＡの令和５年度は、皆様の多大なご利用を得て当期剰余金(最終利益)１億５５百

万円を計上することできました。これによりＪＡ純資産(組合員資本)のうち積立金(内部留保)部分で

５０億円を超えてきました。金融機関として経営の健全性を示す代表指標の一つ、自己資本比率は２

５.３％を確保しています。全国的にも県下内でもまずまずの位置にあります。経済・金融環境の先

行きがなお非常に不透明な現在、さらなる経営の基盤安定強化が引き続き最重要課題です。 

また、農業関連事業においては、①稲作受託部会(組合員農家の農地保全と担い手後継者をサポー

ト)、②農産物直売事業（直売所:ベジーズ館）、③メロン水耕ハウス栽培(ＪＡ本体の農業経営事

業)、④野瀬そばグループや⑤佐方農プロジェクト(黒豆枝豆・サツマイモ)、⑥ＪＡ市民農園（野瀬ク

ラインガルテン）の継続サポート、この６つの農グループ活動を核に、農地保全、担い手支援、景観

維持、農産物栽培技術向上に取り組んでまいりました。また、生活関連事業面では、貯金や終身共

済、投資信託などの個人資産形成、あるいは共済普及活動による｢ひと、いえ、くるま｣保障の安心提

供に努めました。さらに本年度も県下ＪＡグループの共済事業キャンペーンの一環として、自然災害

に対する公共団体への寄付活動などを行いました。 

令和６年度は、中期経営計画(Ｒ４年度～Ｒ６年度)の最終年度として “農業、経営、地域の未来”

を考え模索いたします。国や全国ＪＡグループが掲げている「自己改革実践サイクル」、「早期警戒

制度」、「みどりの食料システム戦略」など形ある取り組みを推進していきます。加えて、地域密着

の協同組合として組合員の皆様の声に応えていきたい、必要とされる組織であり続けたい、という私

の強い思い・願いを実現していきます。今後ともＪＡ役職員一丸となって日々の事業活動に努力して

まいります。 

最後に、組合員の皆様方の更なるご健勝を祈念いたしますとともに、当ＪＡにより一層のご利用と

ご支援をお願い申し上げます。 

相生市農業協同組合 

代表理事組合長 

    山本 潔 
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１．経営理念 

 

＊  持続可能な「農」と「地域」との共生を基軸として、 
       社会的存在価値を高め、健全で盤石な経営をめざします。＊ 
 

“ＪＡ綱領 ～わたしたちＪＡのめざすもの～” 

  １．地域の農業を振興し、わが国の食と緑と水を守ろう。 

  １．環境・文化・福祉への貢献を通じて、安心して暮らせる豊かな地域社会を築こ

う。 

  １．ＪＡへの積極的な参加と連帯によって、協同の成果を実現しよう。 

  １．自主・自立と民主的運営の基本に立ち、ＪＡを健全に経営し信頼を高めよう。 

  １．協同の理念を学び実践を通じて、共に生きがいを追求しよう。 

 

 

２．経営方針   

 

 ◇「農業者の所得増大」への挑戦 

   農業をとりまく環境が厳しい状況となる中で「農業者の所得増大」を達成するた

め、「地域・農業活性化ＪＡ活動助成金」を活用し、獣害対策及び農機具購入の

助成等を通じて、持続可能な地域農業を目指します。 

 ◇「地域の活性化」への貢献 

   総合事業（営農、販売、購買、生活、信用、共済等）を通じて、組合員と地域住

民の生活インフラの一翼として役割を発揮します。 

 ◇健全経営のための取り組み 

   「健全な経営体質」と「透明感のある組織運営」を構築するため、財務体質の健

全性向上に努め、リスク管理態勢の確立とコンプライアンスを重視した職場づく

りに取り組みます。 

 

 

３．経営管理体制  

 

当ＪＡは農業者により組織された協同組合であり、総会において選任された理事によ

り構成される「理事会」が業務執行を行っています。また、総会で選任された監事が理

事会の決定や理事の業務執行全般の監査を行っています。 

組合の業務執行を行う理事は、組合員の代表者からなる役員候補者推薦会議の決定を

経て、公正に選任されております。また、信用事業については専任担当の理事を置くと

ともに、農業協同組合法第 30 条に規定する常勤監事及び員外監事を設置し、ガバナン

スの強化を図っています。 
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４．事業の概況（令和５年度）  

国内農業は生産者の減少や高齢化、耕地面積の減少など生産基盤の縮小が続くなか、

生産資材の高騰により農業経営は厳しさを増しており、我が国の食料安全保障の土台が

揺らいでいます。また、不安定な世界情勢の影響などから資源価格や原材料価格は高止

まりしており、また、不安定な世界情勢の影響などから資源価格や原材料価格は高止ま

りしており、依然として先行きが不透明な状況が続いています。そのような中、総合事

業体として機能を発揮していくためには、ＪＡ自らが環境変化に対応し、将来にわたっ

て持続可能なＪＡ経営基盤を確立・強化していく必要があります。 

こうした状況において、当ＪＡでは、令和４年度から「“ふれあい 絆 ＪＡあいお

い” 安全・安心・安定」をテーマとする中期経営計画の実践に努めてまいりました。 

また、農林水産省が構築した、組合員との対話を通じた自己改革の継続的な実践（い

わゆる自己改革実践サイクル）を踏まえ、当ＪＡでは令和５年度事業計画に必要事項を

盛り込み、取り組みを実践してまいりました。 

とくに、営農・経済事業において、販路の拡大、直売所機能強化に取り組むととも

に、営農指導体制の強化を図り、農業者所得の増大に向けて取り組みを強化しました。 

内部管理態勢の強化としては、各業務手続きの再検証と改善に取り組むとともに、法

令等を遵守する職場風土の構築をめざしコンプライアンス委員会の決定に基づき、役員

が先頭に立ってコンプライアンスプログラムの実践に取り組みました。また、組合長に

直属した監査室による内部監査を実施してまいりました。 

この結果、収支面では事業利益が前年度対比 28 百万円、23.0％増と増益となったほ

か、経常利益は前年度対比 38 百万円、23.4％増となり、当期剰余金は１億 55 百万円と

なりました。 

 

（１）信用事業 

日銀のイールドカーブ・コントロールにより、長期金利の上昇があったものの、依然

として、低金利政策が継続されました。 

こうした状況下で、安心して頼れる身近な金融機関として、「ＴＡ（トータルアドバ

イザー）」や「ＣＡ（コンサルティングアドバイザー）」による組合員等利用者様一人

ひとりの資産状況・家族構成等に応じた相続相談や資産運用相談を展開いたしました。 

また、貸出、マネー・ローンダリング等の事務処理のシステム化、各種ローンのネッ

ト申し込みを展開し、合理化・効率化による収益向上に努めました。 

農業関連においては、ＪＡが農業メインバンクとして地域の担い手農業者を支援する

ため、金融面だけでなく、他部署と連携し、地域農業に貢献できるよう取り組みまし

た。 

 

（２）共済事業 

 共済事業では社会情勢・時代の変化を的確かつチャンスと捉え、組合員・利用者と３

Ｑ活動（面談・電話確認）を通じて、顔の見える関係を構築し他社保障も含めたあんし

んチェックを展開することで「安全」、「あんしん」をお届けすることができました。 

 また環境変化に合わせた保障点検や見直しの提案を行うことで組合員や利用者の満足

が図れました。 

 自然災害においては、当組合の管内では令和５年８月に発生した台風７号の被害や秋

口にかけて雹（ひょう）の被害がございましたが、他に大きな災害はございませんでし

た。 

 しかしながら、全国各地では令和６年１月１日に発生した能登半島地震のほか震度５

クラス以上の地震が 12 回と多発しており、南海トラフ地震を連想させる心配な１年間で

した。 

 また、大雪、大雨、記録的猛暑など、気候に関連した様々な出来事が起こり私たちの
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暮らしのリスクが多様化しています。 

「いえ」保障分野においては、頻発している大規模自然災害や東南海・南海地震に備

えるために建物更生共済を重点において保障内容の拡充に取り組み、150 件で 16.7 億円

の保障を提供することができました。 

 また、本年から防災・減殺に向けた支援活動の取り組みを行い、兵庫県下の自治体に

対し 916 万円の物資や寄付金の支援を行いました。 

 新型コロナウイルスの感染拡大についてはピークが過ぎ５月には５類に変更されたこ

ともあり共済金のお支払いは減少いたしましたが、入院等の共済金は全体で 303 件の

3,884 万円となりました。 

 入院が短期化している治療方法の環境の中、短い入院でもまとまった治療共済金が支

払われる新医療共済（メディフル）を中心にお役にたてました。 

 「ひと」保障分野においては、人生 100 年時代に突入し老後を安心、充実して過ごす

ために年金、医療、生活障害、介護、特定重度疾病共済ならびに認知症共済といった生

存保障の強化に取り組みました。 

「くるま」保障分野においては、年間を通して見積りキャンペーンを実施したことに

より、前年を上回る実績を確保することができました。 

 また、本年度も自動車共済の保障充実施策として弁護士費用特約と日常生活賠償責任

特約のセット契約強化に取り組んた結果、弁護士費用特約では全国１位、日常生活賠償

責任特約では全国２位の付帯実績を確保することができ、自動車共済を利用していただ

いている皆さんのリスク軽減に寄与することができました。 

 

（３）購買事業 

 肥料・農薬はトレーサビリティーの確立に向けた統一資材の統一使用に取り組むとと

もに各地区農会を中心に予約共同購入を行い、農業生産資材価格の引き下げに努めまし

た。 

 肥料については、昨年に引き続き大幅な価格の高騰が発生し農家の生産コストが上昇

したため、国の生産資材価格高騰対策助成高等対策とＪＡあいおい肥料高騰対策支援施

策をもうけ、農家の皆さまには春肥秋肥の合計で 282 千円の支援を実施いたしました。 

また、本年もＪＡ共済連の「地域・農業活性化ＪＡ活動助成金」を活用して、獣害対

策として電気柵の提案や農機具購入助成、貸出用農機の充実を行いました。助成額は約

187 万円となり農家のコスト削減とともに農業所得アップに寄与いたしました。 

特に農家を苦しめていた獣害対策は電気柵を活用していただくことで非常に高い効果

を得ることができました。 

一方、生活関連資材等については、健康ふれあい館、きこえ相談会等開催し、生活用

品の購入、並びにチラシ販売ギフト用品、白アリ防除、仏壇、墓石等、各種生活用品の

販売に取り組み、購買品供給・取扱高は 29,012 千円となりました。 

 

（４）販売事業 

 本年も、年間を通して気温の高い状態が続きました。 

 高温障害等による影響で１等米の割合が 68.76％と厳しい状況となりましたが、他の

地域と比較すると１等米比率は高いポジションを確保できました。 

 米の価格は、引き続き市場価格は大幅に下落いたしましたが、当組合の買取価格は地

産地消の取り組みにより市場価格より高い価格を実現できました。 

 色彩選別機の利用については、394 千円（共済連助成 155 千円、当組合助成 239 千

円）の助成を行いました。 

 野菜については、ＪＡあいおいベジーズ館（農産物直売所）での販売額は 12,666 千円

となり地産地消の振興を図ることができました。 
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（５）指導事業 

〈営農指導〉 

 営農関係においては、受託部会を中心に農家の担い手支援や、農地保全対策に取り組

んできましたが、農業を取り巻く環境は前年度同様厳しい１年となりました。 

水稲栽培については、引き続き低コスト減農薬有機肥料施用栽培を基本にキヌヒカ

リ、きぬむすめ、ヒノヒカリの３品種を主体に栽培指導を行ってまいりました。受託数

も前年並みの実績を確保できました。 

 准組合員を対象とした農業への理解を深める取組として３月にジャガイモ栽培の講習

会を開催いたしました。 

 

〈生活指導〉 

 新型コロナウイルスが５類に移行に伴い、囲碁、生け花、大正琴、ゴルフサークルの

活動を段階的に開始し、趣味の活動など行ってまいりました。 

 健康管理活動では、行政やＪＡ兵庫厚生連と連携し、組合員、地域住民の健康活動に

取り組みました。 

 

（６）農業経営事業 

 新しい農業経営モデルの実践として施設栽培の運営ノウハウを築くため、本年もメロ

ンの水耕栽培に取り組みました。 

 テーマであった糖度については春先、夏作とも糖度を基準値まで上げることができま

したが、規格外も多く収量の確保という課題を残しました。 

  佐方地区では黒大豆・さつまいも（紅はるか）を 20ａの圃場で栽培しました。収穫

した黒大豆は熟成枝豆として、さつまいもは１か月間かけて熟成させたのち焼き芋とし

て販売しました。 

 さつまいもは例年並みの収穫量を確保することができましたが、黒大豆については異

常な高温のため収量が大幅に減少しました。 

 蕎麦については 2.5ｈａの栽培を行いましたが鳥獣害により思ったように収穫ができ

ませんでした。 
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５．協同活動ハイライト（令和５年度） 

 

 

重点取組み 実績値 取組み状況 

 
稲作受託業務によ
る農地保全と後継
者対策 

 
草刈、耕起、代掻き、
田植え、防除、稲刈
り、乾燥調整等、計
43,707 ㎡の受託を実施 

 
地域の農地保全、農業生産の維持・拡大のた
め、また高齢化による後継者問題への対応とし
て、農地管理や育苗、代掻きから田植え、稲刈
り、乾燥調整までの稲作米つくりの全工程の受
託を行っています。 
 

 

 

 

 

重点取組み 実績値 取組み状況 

 
・買取販売の実施 
（米の買取） 

・米の買取価格の
検討 

 
全農買取価格以上での
買取 
・１等米 7,350 円 
・２等米 7,050 円 
（色彩選別機利用時） 

 
 
 
 
 
 

 
ＪＡに出荷された米は全量買取し、保管料等生
産者負担を軽減することにより、所得アップに
努めた。 
ＪＡ全農買取価格 6,230 円を上回る価格にて買
取 

 
地域農業活性化 
助成 

 
・農業用機器・鳥獣害
対策機器購入助成 
113.5 万円 

 
 
・色彩選別機利用助成 

39.4 万円 
 
 

 
農業用機器の購入促進、鳥獣害対策による圃場
整備を行うことで農産物の収穫量ＵＰに努め
た。 
 
 
当ＪＡで乾燥・調整したものは、全量、光選別
機を利用することで品質確保に努め所得増大に
つなげた。 

 

 

 

 

 

 

  

１.農業生産の維持・拡大 

２.農業者の販売強化・所得増大 
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重点取組み 実績値 取組み状況 

 
地域ふれあい活動
の活性化 
 
 

 
・親子金融教室  

7 月 25 日 
・アンパンマン交通
安全キャラバン  
9 月 30 日 

・年金友の会ウォー
キング  
10 月 28 日 

・年金友の会サーク
ル活動 

 

 
「親子金融教室」、「アンパンマン交通安全
キャラバン」を開催し、次世代・次々世代に
ＪＡをＰＲするイベントとなった。 
 
人とのつながりを楽しむコミュニケーション
の場として、囲碁教室、ゴルフ、生け花、大
正琴のサークル活動を段階的に再開 

 
農・食にかかる准
組合員への理解の
醸成 
 

 
「プランターでジャガ
イモ栽培」 

 3 月 13 日 
 
 
 
 
 
 

 
「准組合員のアクティブメンバーシップ」 
座学＋植え付け作業 
 

〈満足度〉 
満足 87％、やや満足 13％ 

〈次回の参加度〉 
 参加したい 29％ 
 予定が合えば参加したい 65％ 
 どちらともいえない 6％ 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈ご案内〉  

 イベント、商品紹介、事業等についてはホームページでもご案内しております。 

ホームページアドレス http://www.jaaioi.com/ 

年金友の会 ウォーキング 
准組合員のアクティブメンバーシップ 

プランターでジャガイモ栽培 

３.地域の活性化 

アンパンマン交通安全キャラバン 
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６．農業振興活動   

  

ＪＡあいおいは、「農業者の所得増大」や「農業生産の拡大」を達成するため地域農

業の振興を図るとともに、農業を通じた豊かな地域社会の発展を目指して、次のような

農業振興活動に取組んでいます。 

１．安全・安心な農産物づくりへの取組み 

  生産履歴記帳運動（トレーサビィリティー）に取り組み、安全・安心な農産物の提

供に努めています。 

  また、各農会を対象に減農薬有機肥料施用栽培を中心とした栽培指導を行いまし

た。 

２．地産地消の取り組み 

  令和４年４月 11 日にベジーズ館（農産物直売所）を新設オープンし、地域の消費

者に地元の新鮮で安全・安心な農産物の提供に取組んでいます。 

３．食育の取組み 

  田植え、稲刈り等の農作業体験を通じて、子供たちに食と農の大切さを伝えていま

す。 

  

 

 

７．地域貢献情報   

  

ＪＡあいおいは、協同組合活動の原点である「組合員の営農と暮らし」を守り、地域農

業の振興に努めるとともに、地域社会の発展に貢献するため様々な活動を展開していま

す。 

 

１．社会貢献活動 

  ① 環境問題への取組み状況 

    省エネルギーを実践するため、電気使用量の削減・クールビズ等の実施に取り

組んでいます。 

  ② 認知症サポーターの養成、ＡＥＤ設置 

    安心して暮らせる地域づくりの一環として、認知症サポーターを養成するとと

もに、ＡＥＤを設置しています。 

  ③ 各種募金活動・公益団体等への寄付、自治会行事の協賛 

 

２．地域貢献活動 

（１）地域からの資金調達の状況 

  ① 貯金残高（令和６年３月末現在） 

（単位：百万円） 

種   類 残    高 

当座性 18,747 

定期性 34,414 

小 計 53,161 

譲渡性 - 

合 計 53,161 
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（２）地域への資金供給の状況 

  ① 貸出金残高（令和６年３月末現在） 

（単位：百万円） 

種  類 残   高 

農業近代化資金 - 

その他制度資金 - 

農業関連融資 1 

事業関連融資 1,493 

住宅関連融資 4,084 

生活関連融資 365 

その他 43 

合  計 5,988 

 

（３）文化的・社会的貢献に関する事項 

    ① 福祉活動 

   組合員・地域住民を対象とした健康診断活動 

  ② 職員の地域貢献への参加 

   職員においては、道路清掃活動や消防団活動をはじめとした社会活動に積極的に

参加し、地域に根ざした活動を実践しております。 

 

３．地域密着型金融への取り組み（中小企業等の経営の改善及び地域の活性化のための

取り組みの状況を含む） 

（１）農業者等の経営支援に関する取り組み 

   当ＪＡは「“ふれあい 絆 ＪＡあいおい”」をモットーに、農業者をはじめ地

域の皆様に利用される総合事業体として営農・経済事業や金融機能のみならず、環

境・文化・福祉といった面も視野に入れた事業・活動を行っています。 

 

（２）農業者等の経営支援に関する態勢整備 

   営農指導員を配置するとともに、県の改良普及センターとも連携して、農業者の

農業技術・生産性向上に向けた相談・指導に応じています。 

   また、融資担当者も農業や農業関連融資に関する知識を深め、農業者からの幅広

い相談に応じることができるよう、日々研鑽しています。 

 

（３）農業者等の経営支援に関する取組状況 

   農業融資については、ＴＡＣ等営農・経済部門と連携し、取引実績や青色申告書

等を活用した経営分析を通じて、農業者に適した資金提案を行っています。また、

農業者に対する農機ハウスローン、担い手応援ローン、スーパーＳ資金等の融資に

ついて、ＪＡバンクアグリ・エコサポート基金を通じた利子助成を行っています。 

 

（４）地域の活性化に関する取組状況 

   「地域密着型店舗づくり」による運営等を通じ、組合員、地域住民、消費者等の

ニーズを把握し、より身近な事業運営を行っています。 
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８．リスク管理の状況   

◇リスク管理体制 

〔リスク管理の方針等〕 

  組合員・利用者の皆さまに安心してＪＡをご利用いただくためには、より健全性

の高い経営を確保し、信頼性を高めていくことが重要です。 

このため、有効な内部管理態勢を構築し、直面する様々なリスクに適切に対応す

べく、認識すべきリスクの種類や管理体制と仕組みなど、リスク管理の基本的な体

系を整備しています。 

収益とリスクの適切な管理、適切な資産自己査定の実施などを通じてリスク管理

体制の充実・強化に努めています。 

また、昨今の国際情勢をふまえ、マネー・ローンダリングおよびテロ資金供与等

の金融サービスの濫用防止対策（マネロン等対策）の重要性はこれまでになく高ま

っています。当ＪＡではマネロン等対策を重要課題の１つとして位置付け、リスク

に応じた対策を適切に講じています。 

 

  ① 信用リスク管理 

信用リスクとは、信用供与先の財務状況の悪化等により、資産（オフ・バランスを

含む。）の価値が減少ないし消失し、金融機関が損失を被るリスクのことです。当Ｊ

Ａは、個別の重要案件又は大口案件については理事会において対応方針を決定して

います。また、通常の貸出取引については、本店に審査室を設置し、与信審査を行

っています。審査にあたっては、取引先のキャッシュ・フローなどにより償還能力

の評価を行うとともに、担保評価基準など厳格な審査基準を設けて、与信判定を行

っています。貸出取引において資産の健全性の維持・向上を図るため、資産の自己

査定を厳正に行っています。不良債権については管理・回収方針を作成・実践し、

資産の健全化に取り組んでいます。また、資産自己査定の結果、貸倒引当金につい

ては「債権の償却・引当基準」に基づき必要額を計上し、資産及び財務の健全化に

努めています。 

 

② 市場リスク管理 

   市場リスクとは、金利、為替、株式等の様々な市場のリスク・ファクターの変動

により、資産・負債(オフ･バランスを含む。)の価値が変動し、損失を被るリスク、

資産・負債から生み出される収益が変動し損失を被るリスクのことです。主に金利

リスク、価格変動リスクなどをいいます。金利リスクとは、金利変動に伴い損失を

被るリスクで、資産と負債の金利又は期間のミスマッチが存在している中で金利が

変動することにより、利益が低下ないし損失を被るリスクをいいます。また、価格

変動リスクとは、有価証券等の価格の変動に伴って資産価格が減少するリスクのこ

とです。 

当ＪＡでは、金利リスク、価格変動リスクなどの市場性リスクを的確にコントロ

ールすることにより、収益化及び財務の安定化を図っています。このため、財務の

健全性維持と収益力強化とのバランスを重視したＡＬＭを基本に、資産・負債の金

利感応度分析などを実施し、金融情勢の変化に機敏に対応できる柔軟な財務構造の

構築に努めています。 

とりわけ、有価証券運用については、市場動向や経済見通しなどの投資環境分析

及び当ＪＡの保有有価証券ポートフォリオの状況やＡＬＭなどを考慮し、理事会に

おいて運用方針を定めるとともに、経営層で構成するＡＬＭ委員会を定期的に開催

して、日常的な情報交換及び意思決定を行っています。運用部門は、理事会で決定

した運用方針及びＡＬＭ委員会で決定された方針などに基づき、有価証券の売買や

リスクヘッジを行っています。運用部門が行った取引についてはリスク管理部門が
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適切な執行を行っているかどうかチェックし定期的にリスク量の測定を行い経営層

に報告しています。 

 

③ 流動性リスク管理 

   流動性リスクとは、運用と調達のミスマッチや予期せぬ資金の流出により、必要

な資金確保が困難になる、又は通常よりも著しく高い金利での資金調達を余儀なく

されることにより損失を被るリスク（資金繰りリスク）及び市場の混乱等により市

場において取引ができないため、通常よりも著しく不利な価格での取引を余儀なく

されることにより損失を被るリスク（市場流動性リスク）のことです。 

当ＪＡでは、資金繰りリスクについては、運用・調達について月次の資金計画を

作成し、安定的な流動性の確保に努めています。また、市場流動性リスクについて

は、投資判断を行う上での重要な要素と位置づけ、商品ごとに異なる流動性（換金

性）を把握したうえで、運用方針などの策定の際に検討を行っています。  

 

④ オペレーショナル・リスク管理 

 オペレーショナル・リスクとは、業務の過程、役職員の活動もしくは、システム

が不適切であること又は外生的な事象による損失を被るリスクのことです。 

当ＪＡでは、収益発生を意図し能動的な要因により発生する信用リスクや市場リ

スク及び流動性リスク以外のリスクで、受動的に発生する事務、システム、法務な

どについて事務処理や業務運営の過程において、損失を被るリスクと定義していま

す。事務リスク、システムリスクなどについて、事務手続を整備し、定期検査等を

実施するとともに、事故・事務ミスが発生した場合は速やかに状況を把握する体制

を整備して、リスク発生後の対応及び改善が迅速・正確に反映ができるよう努めて

います。 

 

⑤ 事務リスク管理 

事務リスクとは、役職員が正確な事務を怠る、あるいは事故・不正等を起こすことに

より金融機関が損失を被るリスクのことです。当ＪＡでは、業務の多様化や事務量の

増加に対応して、正確な事務処理を行うため事務マニュアルを整備するとともに、

自主検査・自店検査を実施し事務リスクの削減に努めています。また、事故・事務

ミスが発生した場合には、発生状況を把握し改善を図るとともに、内部監査により

重点的なチェックを行い、再発防止策を実施しています。 

 

⑥ システムリスク管理 

   システムリスクとは、コンピュータシステムのダウン又は誤作動等、システムの

不備に伴い金融機関が損失を被るリスク、さらにコンピュータが不正に使用される

ことにより金融機関が損失を被るリスクのことです。当ＪＡでは、コンピュータシ

ステムの安定稼働のため、安全かつ円滑な運用に努めるとともに、システムの万一

の災害・障害等に備えています。 

 

◇法令遵守体制 

〔コンプライアンス基本方針〕 

利用者保護への社会的要請が高まっており、また最近の企業不祥事に対する社会

の厳しい批判に鑑みれば、組合員・利用者からの信頼を得るためには、法令等を遵

守し、透明性の高い経営を行うことがますます重要になっています。 

  このため、コンプライアンス（法令等遵守）を経営の重要課題のひとつとして位

置づけ、この徹底こそが不祥事を未然に防止し、ひいては組織の信頼性向上に繋が

るとの観点にたち、コンプライアンスを重視した経営に取り組みます。 
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〔コンプライアンス運営態勢〕 

  コンプライアンス態勢全般にかかる検討・審議を行うため、代表理事組合長を委

員長とするコンプライアンス委員会を設置するとともに、本店各部門等に配置した

コンプライアンス責任者・担当者を中心としたコンプライアンス推進の取り組みを

行っています。 

  毎年度、コンプライアンス・プログラムを策定し、実効ある推進に努めるととも

に、統括部署を設置し、その進捗管理を行っています。 

  また、基本姿勢及び遵守すべき事項を記載した手引書「コンプライアンス・マニ

ュアル」を策定し、全役職員に徹底しています。 

   組合員・利用者の皆さまの声を真摯に捉え、前向きに事業に反映するため、苦

情・相談等の受付窓口を本店に設置しています。 

 

◇金融ＡＤＲ制度への対応 

  ① 苦情処理措置の内容 

   当ＪＡでは、苦情処理措置として、業務運営体制・内部規則等を整備のうえ、そ

の内容をホームページ・チラシ等で公表するとともに、ＪＡバンク相談所やＪＡ共

済連とも連携し、迅速かつ適切な対応に努め、苦情等の解決を図ります。 

当ＪＡの苦情等受付窓口（電話：0791-22-0690（月～金 ９時～17 時）） 

  

  ② 紛争解決措置の内容 

   当ＪＡでは、紛争解決措置として、次の外部機関を利用しています。 

   

・信用事業 

兵庫県弁護士会紛争解決センター（電話：078－341－8227） 

東京弁護士会紛争解決センター （電話：03－3581－0031） 

第一東京弁護士会仲裁センター （電話：03－3595－8588） 

第二東京弁護士会仲裁センター （電話：03－3581－2249） 

 

まずは①の窓口またはＪＡバンク相談所（一般社団法人ＪＡバンク・ＪＦマリン

バンク相談所、電話：03-6837-1359）にお申し出ください。なお，各弁護士会に直

接紛争解決をお申し立ていただくことも可能です。 

東京弁護士会紛争解決センター、第一東京弁護士会仲裁センター、第二東京弁護

士会仲裁センター（以下「東京三弁護士会」という）の仲裁センターでは、東京以

外の地域の方々からの申立について、当事者の希望を聞いたうえで、アクセスに便

利な地域で手続きを進める方法があります。 

１．現地調停：東京の弁護士会のあっせん人と東京以外の弁護士会のあっせん人

が、弁護士会所在地と東京を結ぶテレビ会議システム等により、

共同して解決に当たります。 

        例えば、組合員・利用者様は、兵庫県弁護士会の仲裁センター

にお越しいただき、当該弁護士会のあっせん人とは面談で、東京

の弁護士会のあっせん人とはテレビ会議システム等を通じてお話

しいただくことにより、手続きを進めることができます。 

   ２．移管調停：東京以外の弁護士会の仲裁センター等に事件を移管します。 

          例えば、兵庫県弁護士会の仲裁センターに事件を移管し、 

          以後、当該弁護士会の仲裁センターで手続きを進めることができ

ます。 

  ※現地調停、移管調停は全国の全ての弁護士会で行える訳ではありません。 
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    具体的内容は一般社団法人ＪＡバンク相談所または東京三弁護士会仲裁センター

等にお問い合わせください。 

 

  ・共済事業 

（一社）日本共済協会 共済相談所  （電話：03-5368-5757） 

https://www.jcia.or.jp/advisory/index.html 

（一財）自賠責保険･共済紛争処理機構  

https://www.jibai-adr.or.jp/ 

（公財）日弁連交通事故相談センター  

https://n-tacc.or.jp/ 

（公財）交通事故紛争処理センター   

https://www.jcstad.or.jp/ 

日本弁護士連合会 弁護士費用保険ＡＤＲ 

https://www.nichibenren.or.jp/activity/resolution/lac.html 

各機関の連絡先（住所・電話番号）につきましては、上記ホームページをご覧

いただくか、①の窓口にお問い合わせ下さい。 

 

 ◇内部監査体制 

   当ＪＡでは、内部監査部門を被監査部門から独立して設置し、経営全般にわたる

管理及び各部門の業務の遂行状況を、内部管理態勢の適切性と有効性の観点から検

証・評価し、改善事項の勧告などを通じて業務運営の適切性の維持・改善に努めて

います。 

   また、内部監査は、ＪＡのすべてを対象とし、年度の内部監査計画に基づき実施

しています。監査結果は代表理事組合長及び監事に報告したのち被監査部門に通知

され、定期的に被監査部門の改善取り組み状況をフォローアップしています。ま

た、監査結果の概要を定期的に理事会に報告することとしていますが、特に重要な

事項については、直ちに理事会、代表理事組合長、監事に報告し、速やかに適切な

措置を講じています。 

 

 

  

https://www.jibai-adr.or.jp/
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９．自己資本の状況   

 

◇自己資本比率の状況 

当ＪＡでは、多様化するリスクに対応するとともに、組合員や利用者のニーズに

応えるため、財務基盤の強化を経営の重要課題として取り組んでいます。内部留保

に努めるとともに、不良債権処理及び業務の効率化等に取り組んだ結果、令和６年

３月末における自己資本比率は、25.30％となりました。 

 

 ◇経営の健全性の確保と自己資本の充実 

   当ＪＡの自己資本は、組合員の普通出資によっています。 

   ○ 普通出資による資本調達額   

項 目 内 容 

発行主体 相生市農業協同組合 

資本調達手段の種類 普通出資 

コア資本に係る基礎項目

に参入した額 
101 百万円（前年度 103 百万円） 

 

   当ＪＡは、「自己資本比率算出要領」を制定し、適正なプロセスにより自己資本

比率を算出して、当ＪＡが抱える信用リスクやオペレーショナル・リスクの管理及

びこれらのリスクに対応した十分な自己資本の維持を図るとともに、内部留保の積

み増しにより自己資本の充実に努めています。 
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10．主な事業の内容   

（１）主な事業の内容   

 

〔信用事業〕 

信用事業は、貯金、貸出、為替などいわゆる銀行業務といわれる内容の業務を行

っています。この信用事業は、ＪＡ・信連・農林中金という３段階の組織が有機的

に結びつき、「ＪＡバンク」として大きな力を発揮しています。 

 

 ◇貯金業務 

   組合員の方はもちろん、地域住民の皆さまや事業主の皆さまからの貯金をお預

かりしています。普通貯金、当座貯金、定期貯金、定期積金、総合口座などの各

種貯金を目的・期間・金額にあわせてご利用いただいています。 

   また、公共料金、都道府県税、市町村税、各種料金のお支払い、年金のお受け

取り、給与振込等もご利用いただけます。 

 

貯金名 特徴 預入期間 預入金額 

総合口座 

一冊の通帳に（貯める）（受け取る）（支

払う）（借りる）という 4 つの機能がパッ

ク。いざというときには、定期貯金・定期

積金のお預け入れ金額の 90％以内で、最

高 300 万円まで自動融資がご利用いただけ

ます。 

 

期 間 の 定 め

は あ り ま せ

ん。 

1 円以上 

普通貯金 

いつでも出し入れ自由。おサイフがわりに

ご利用ください。 

期 間 の 定 め

は あ り ま せ

ん。 

1 円以上 

当座貯金 

手形、小切手の決済口座貯金としてご利用

ください。 

期 間 の 定 め

は あ り ま せ

ん。 

1 円以上 

通知貯金 

７日間の据置期間経過後、お引き出しでき

る貯金です。さしあたり使う予定のないま

とまった資金にご利用ください。 

 

7 日間以上 5 万円以上 

貯蓄貯金 

普通貯金のように出し入れ自由で、毎日の

最終残高に応じた利率を適用します。また

専用キャッシュカードで、簡単に出し入れ

できる貯金です。一時的な余裕金の運用に

最適です。 

 

期 間 の 定 め

は あ り ま せ

ん。 

1 円以上 

定期積金 

ライフサイクルにあわせ、コツコツ積み立

てていくのに最適です。目的に合わせて、

掛金・期間が選べます。 

 

1 年以上 

7 年以内 

1,000 円 

以上 
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貯金名 特徴 預入期間 預入金額 

スーパー定期貯金 お預け入れは１円からという手軽さ。 
1 ヵ月以上 

10 年以内 
1 円以上 

大口定期貯金 
まとまった余裕金の運用に最適な大型定

期貯金です。 

1 ヵ月以上 

10 年以内 

1,000 万円 

以上 

変動金利 

定期貯金 

６ヵ月ごとに利率が変わる定期貯金で

す。金利上昇時には高利回りが期待でき

ます。 

1 年以上 

3 年以内 
1 円以上 

期日指定 

定期貯金 

お利息は１年ごとの複利計算。お預け入

れから１年たてば、いつでも必要なとき

にお引き出しになれます。一部お引き出

し（１万円以上）も可能です。 

1 年以上 

3 年以内 

1 円以上 

300 万円 

未満 

積立式 

定期貯金 

あらかじめ満期日を決める必要がなく、

月々、たとえわずかな積立てでも、気づ

いた頃にはまとまったお金が貯まってい

ます。 

必要な時に必要なだけ引き出すことがで

きます。 

期間の定めは

ありません。 
1 円以上 

一般財形 

貯金 

お給料、ボーナスから天引きする積立貯

金です。お使いみちは自由です。 
3 年以上 1 円以上 

財形住宅 

貯金 

マイホーム取得を目的とした積立貯金で

す。財形年金貯金とあわせて 550 万円ま

で非課税です。 

5 年以上 1 円以上 

財形年金 

貯金 

年金のお受け取りを目的とした積立貯金

です。財形住宅貯金とあわせて 550 万円

まで非課税です。 

5 年以上 1 円以上 
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 ◇貸出業務 

   協同組合金融機関として、農業の振興を図るための農業関連資金はもとより、

組合員の皆さまの生活を豊かにするための生活改善資金等を融資しています。 

   また、地域金融機関の役割として、地域住民の皆さまの暮らしに必要な資金

や、地方公共団体、農業関連産業・地元企業等、農業以外の事業へも必要な資金

を貸し出し、農業の振興はもとより、地域社会の発展のために貢献しています。 

   さらに、株式会社日本政策金融公庫をはじめとする政府系金融機関等の代理貸

付、個人向けローンも取り扱っています。 

 

ローン名 資金使途 ご融資金額 ご融資期間 

住宅ローン 

●住宅の新築、および

増改築資金 

●住宅および土地の

購入資金 

●土地の購入資金（5

年以内に住宅を新

築し居住の予定が

あること） 

●借換資金 

10 万円以上 

1 億円以内 

(1 万円単位) 

 

 

3 年以上 

40 年以内 

(1 ヵ月単位) 

 

借換の場合 

残存期間＋5 年 

かつ 3 年以上 40 年以

内 

リフォームローン 

●住宅の増改築・改

装・補修資金およ

びその他住宅に付

帯する施設等の住

宅関連設備資金 

（ 賃貸 物 件 は対 象

外） 

1 万円以上 

1,000 万円以内 

(1 万円単位) 

 

1 年以上 

10 年 6 ヵ月以内 

(1 ヵ月単位) 

ＪＡ住宅ローン利用者

および住宅取得にかか

る借入金のない方につ

いては、 

1 年以上 15 年以内 

(1 ヵ月単位) 

マイカーローン 

●自動車の購入・車

検・修理に必要な

すべての資金、借

換資金 

（営業用自動車は対

象外） 

1 万円以上 

1,000 万円以内 

(1 万円単位) 

 

お借入れ時の年齢が

満 71 歳以上の方の場

合は 200 万円を上限

とし、新卒内定者の

方の場合は 300 万円

を上限 

6 ヵ月以上 

10 年以内 

(1 ヵ月単位) 

借換の場合、残存期

間内 

教育ローン 

●高等学校・大学・

各種学校等に就学

するお子様の入学

金・授業料・その

他の学費に必要な

資金、借換資金 

1 万円以上 

500 万円以内 

(1 万円単位) 

最長 15 年 

(在学期間＋9 年) 

借換の場合、残存期

間内 
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ローン名 資金使途 ご融資金額 ご融資期間 

多目的ローン 

●家電製品等の購入や 

結婚・出産資金など

生活に必要なすべて

の資金 

（事業資金・賃貸整理

資金は対象外） 

1 万円以上 

500 万円以内 

(1 円単位) 

6 ヵ月以上 

10 年以内 

(1 ヵ月単位) 

カードローン 

(約定返済型) 

●生活に必要なすべて

の資金 

20 万円、50 万円、 

100 万円、150 万円、

200 万円、300 万円の

6 種類 

2 年 

(原則として 2 年ごと

に自動的に継続されま

す。) 

兵庫県農業信用基金協会の保証をご利用いただきます。保証機関の基準に従い、担保・保証

人をご提供いただくことがあります。 

※上記以外の保証機関をご利用いただく場合もあります。 

 

 ◇為替業務 

   全国のＪＡ・信連・農林中金の店舗を始め、全国の銀行や信用金庫などの各店

舗と為替網で結び、当ＪＡの窓口を通して全国のどこの金融機関へでも振込・送

金や手形・小切手等の取立が安全・確実・迅速にできます。 

 

 ◇手数料一覧 

振込手数料                令和 6 年 4 月 1 日現在（消費税込） 

区分 振込先金融機関 ３万円未満 ３万円以上 

窓口振込手数料 

Ｊ Ａ 本 支 店 無料 無料 

ＪＡ系統あて 220 円 440 円 

他金融機関あて 550 円 770 円 

ＡＴＭ 

振込手数料 

●現金による振込 

振込先金融機関 ３万円未満 ３万円以上 

県 内 Ｊ Ａ 無料 無料 

県 外 Ｊ Ａ 330 円 440 円 

他 行 440 円 660 円 

●キャッシュカードによる振込 

振込先金融機関 ３万円未満 ３万円以上 

県 内 Ｊ Ａ 無料 無料 

県 外 Ｊ Ａ 165 円 330 円 

他 行 165 円 330 円 

 

区分 ＪＡ本支店・系統あて 他行あて 

送金手数料 １件につき 440 円 
電信扱い １件につき 880 円 

普通扱い １件につき 660 円 

インターネッ

トバンキング 

3 万円未満 110 円 
3 万円未満 220 円 

（ＪＡ系統も対象） 

3 万円以上 220 円 
3 万円以上 440 円 

（ＪＡ系統も対象） 

代金取立 

手数料 
1 件につき 440 円 

至急扱い 1 通につき 880 円 

普通扱い 1 通につき 660 円 
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両替手数料 

  令和 6 年 4 月 1 日現在（消費税込） 

両替枚数 手数料 

1～50 枚 無料 

51～500 枚 330 円 

501～1,000 枚 550 円 

1,001 枚以上 
500 枚毎に 550 円を加算 

（500 枚毎：500 枚未満を含みます） 

※ 合計枚数はご持参（両替前）枚数またはお持ち帰り（両替後）枚数のいずれか多い

方とします。（１日に複数回取引される場合は通算します。） 

※ 新券への両替、口座からの金種指定払戻も含みます。 

※ 金種を指定される払戻の場合、１万円札を除く枚数が対象となります。 

 

硬貨入金手数料 

  令和 6 年 4 月 1 日現在（消費税込） 

硬貨の枚数 手数料 

1～500 枚 無料 

501～1,000 枚 550 円 

1,001～1,500 枚 1,100 円 

1,501 枚以上 
500 枚毎に 550 円を加算 

（500 枚毎：500 枚未満を含みます） 

※ １日に複数回に分けてご入金される場合は、合算した硬貨枚数に応じた手数料をい

ただきます。 

※ 算定に対する手数料となりますので、硬貨算定後にご入金を取りやめる場合も手数

料をいただきます。 

 

その他諸手数料  

                     令和 6 年 4 月 1 日現在（消費税込） 

送金・振込の組戻料 1 件につき 660 円 

不渡手形返却料 1 通につき 660 円 

取立手形組戻料 1 通につき 660 円 

取立手形店頭呈示料 1 通につき 660 円 

小切手帳発行手数料 1 冊（50 枚）につき 660 円 

手形帳発行手数料 1 冊（50 枚）につき 880 円 

自己宛小切手発行手数料 1 枚につき 550 円 

通帳・証書再発行手数料 1 冊（1 通）につき 1,100 円 

キャッシュカード再発行手数料 1 枚 1,100 円 

取引履歴作成手数料 1 件につき 440 円 

残高証明書発行手数料 1 通につき 440 円 
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 ◇その他の業務及びサービス 

   当ＪＡでは、コンピュータ・オンラインシステムを利用して、各種自動受取、

各種自動支払や事業主のみなさまのための給与振込サービス、自動集金サービス

など取り扱っています。 

   また、国債（新窓販国債、個人向け国債）、投資信託の窓口販売の取り扱い、

貸金庫のご利用、全国のＪＡでの貯金の出し入れや銀行、信用金庫、コンビニな

どでも現金引き出しのできるキャッシュサービスなど、いろいろなサービスに努

めています。 

 

サービス・その他商品一覧 

取扱サービス 特  徴 

為替サービス 

お受け取りの貯金口座に確実に入金する振込サービスや小切

手・手形の取立を代行し、あなたの口座に入金する代行サービ

スなどがあります。全国どの民間金融機関でもお取り扱いいた

します。 

給与振込 

給与があなたの貯金口座に自動的に振り込まれるサービスで

す。 

給与支払日の朝からお受け取りいただけ、お受け取りは口座振

込のため安全・確実です。 

年金自動受取 

年金があなたの貯金口座に振り込まれるサービスです。 

お手続きは一度していただくだけで年金の受給日にあなたの貯

金口座に振り込まれるので、いつでも都合のよい日にお受け取

りができます。 

初めて年金をお受け取りになる方は「年金裁定請求書」によ

り、またＪＡ以外でお受け取りの方は「支払機関変更届」等に

より手続きをしていただきます。 

自動支払 

電気・電話・ＮＨＫなどの公共料金や、税金・家賃・授業料・

各種クレジット代金などのお支払いをあなたに代わっておこな

うサービスです。お申込みの手続きは、通帳・お届け印などが

必要です。 

キャッシュカード 

通帳・印鑑なしで普通貯金などのお引き出し、お預け入れをＡ

ＴＭでご利用いただけるカードです。土曜日や日曜日はもちろ

ん祝日でもご利用いただけます。 

ＪＡカード 

国内外でご利用でき、お金の持ち合わせがなくてもショッピン

グや食事が楽しめるＪＡのクレジットカードです。 

ボーナス一括払いやリボルビング払いなどがご利用でき、ポイ

ントサービス・各種特典が受けられます。キャッシングなども

ご利用いただけます。 

国債 

国が発行する安全・確実な債券です。長期国債・中期国債・個

人向け国債と期間もいろいろあり、生活設計にあわせてお選び

いただけます。 

貸金庫 
大切な財産や貴重品を厳重に保管する貸金庫を取り扱ってお

り、みなさまの財産をしっかりお守りいたします。 
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〔共済事業〕 

ＪＡ共済は、ＪＡが行う地域密着型の総合事業の一環として、組合員・利用者の

皆様の生命・傷害・家屋・財産を相互扶助によりトータルに保障しています。事業

実施当初から生命保障と損害保障の両方を実施しており、個人の日常生活のうえで

必要とされるさまざまな保障・ニーズにお応えできます。 

ＪＡ共済では、生命・建物・自動車などの各種共済による生活総合保障を展開し

ています。 

 

長期共済種類 

種 類 内 容 

生存給付特則付 

一時払終身共済 

（平 28.10） 

一生涯の万一保障に生前贈与の機能をプラス！加入のしやすさも魅力で

す。 

生存給付金を生前贈与として、死亡共済金を相続対策にご活用いただけ

ます。医師による診査は必要なく、簡単な告知でご利用いただけます。 

一時払終身共済 

（平 28.10） 

死亡共済金を相続対策にご活用いただけます。 

まとまった資金で一生涯の万一保障！加入のしやすさも魅力です。９０

歳まで加入でき、医師による診査も必要なく簡単な告知でご利用いただ

けます。 

終身共済 

大切なご家族のために一生涯にわたって備えられる万一保障です。 

死亡時だけでなく、所定の重度要介護状態や第 1 級後遺障害の状態も保

障します。所定の障害状態になったときに、それ以降の共済掛金は「共

済掛金払込免除」によりいただきません。 

引受緩和型 

終身共済 

健康に不安のある方もご加入しやすい万一保障です。通院中の方、病歴

がある方も簡単な告知でお申込みいただけます。 

人生百年時代にあわせて一生涯にわたって、お亡くなりになられたとき

の保障が確保できます。80 歳までご加入いただけます。 

こども共済 

お子さま・お孫さまの教育資金の備えと万一保障です。 

「貯蓄性」や「保障の充実性」など、ニーズにあわせて 3 タイプからお

選びいただけます。学資金のお受け取りは、進学時期に合わせた中学・

高校・大学プランからお選びいただけます。お子さま・お孫さまのため

に 75 歳までご契約いただけます。 

医療共済 

メディフル 

日帰り入院からまとまった⼀時金が受け取れる充実の医療保障です。 

入院費用への備えはもちろん、その前後の通院・在宅医療などにも活用

できます。がんの治療や先進医療を受けたときにも一生涯備えられるの

で安心です。ご希望にあわせて保障期間や共済払込期間等を選ぶことが

できます。健康祝金支払特則を付加すると健康を維持した場合に健康祝

金を受け取れます。 

引受緩和型 

医療共済 

健康に不安のある方もご加入しやすい医療保障です。通院中の方、病歴

がある方も簡単な告知でお申込みいただけます。 

日帰り入院から、手術、放射線治療を一生涯保障いたします。持病（既

往症）の悪化･再発もしっかり保障いたします。全額自己負担となる先進

医療の技術料を保障いたします。 

特定重度疾病共済 

身近なリスクに 

そなエール 

身近な生活習慣病のリスクに備える保障です。 

三大疾病（がん・急性心筋梗塞・脳卒中）に加えて、三大疾病以外の

「心・血管疾患」や「脳血管疾患」、さらには「その他の生活習慣病」

まで幅広く保障します。継続的な治療による様々な経済的負担に備えら

れるよう、まとまった一時金で受け取れます。 
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種 類 内 容 

がん共済 

「生きる」を応援する充実のがん保障です。 

上皮内がんを含む様々な”がん”や脳腫瘍の診断時や再発時、入院・手術

等を幅広く保障します。がんの長期化や再発時にがん治療共済金を受け取

れます。入院 1 日目から保障し、長期入院も日数無制限で保障しますの

で、安心です。 

生活障害共済 

働くわたしの 

ささエール 

病気やケガにより身体に障害が残ったときの収入の減少や支出の増加に備

えられる幅広い保障です。 

公的な制度である身体障害者手帳制度と連動したわかりやすい保障です。

一時的な支出に備えられる「一時金型」、収入の減少や支出の増加に備え

られる「定期年金型」の組み合わせを選べます。 

認知症共済 
一生涯にわたって備えられる認知症の保障です。 

認知症はもちろん、認知症の前段階の軽度認知障害（MCI）まで幅広く保

障します。簡単な告知でご加入いただけます。 

介護共済 

介護の不安が増す高齢期にもしっかり対応した、一生涯にわたる介護保障

です。 

介護共済金（一時金）はご自宅の改修などの初期費用に役立てられます。

公的介護保険制度に連動したわかりやすい保障です。 

予定利率変動型 

年金共済  

ライフロード 

自分で準備する将来の年金保証！ 

毎年（毎月）の共済掛金で老後の生活資金が積立感覚で準備できます。ま

た、年金額の増加が期待でき、一度増加した年金額は減りません。個人年

金保険料控除が受けられます。医師による診査は必要なく、簡単な告知で

お申込みいただけます。 

養老生命共済 

貯蓄しながら備えられる万一保障です。 

死亡時だけでなく、所定の重度要介護状態や第 1 級後遺障害の状態も保障

します。所定の障害状態になったときに、それ以降の共済掛金は「共済掛

金払込免除」により不要となります。 

定期生命共済 

お手頃な共済掛金で万一保障をしっかり準備できます。 

死亡時だけでなく、所定の重度要介護状態や第 1 級後遺障害の状態も保障

します。 

定期生命共済 

（逓減期間設定型） 

みちびき 

ライフステージに応じて保障金額を逓減させることで低廉な共済掛金で必

要十分な保障を提供できます。 

建物更生共済 

むてきプラス 

Ｍｙ家財プラス 

火災はもちろん地震や台風などの自然災害にも幅広く保障します。 

保障期間満了時に、満期共済金をお受取りいただけます。 

 

短期共済種類 

種 類 内 容 

自動車共済 

クルマスター 

ご自身やご家族、同乗者の損害を幅広く保障する傷害補償と対人、対物賠

償の保障が自動セットされています。また、大切なお車の事故による破損

や盗難や災害などによる損害を幅広く保障し、掛金割引制度も充実してい

ます。 

自賠責共済 

自動車損害賠償責任共済証明書に記載されている自動車の運行によって、

他人の生命または身体を害したことによる法律上の賠償責任を保障しま

す。 

傷害共済 日常のさまざまなアクシデントによる死亡や負傷を保障する共済です。 

火災共済 火災、落雷等の損害から、お住まいと家財を守ります。 

賠償責任共済 日本国内で発生した日常生活中の賠償事故補償です。 
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〔購買事業〕 

生産資材店舗では、農産物の種、苗、肥料、農薬、農具、園芸資材等を販売して

います。米や野菜等を出荷している農家向けの品物だけではなく、家庭菜園向けの

品物も取り揃えています。店舗では営農指導員が野菜づくりのアドバイスも行って

います。 

また、生活面では米や生活資材の供給を行っています。 

 

〔販売事業〕 

生産者から消費者へ新鮮で安心・安全な農産物をお届けする事業を行っています。

平成 27 年 4 月にＪＡあいおいベジーズ出荷部会を立ち上げました。地域で収穫され

た野菜を同年 5 月にオープンしたＪＡあいおいベジーズ館、令和 4 年 4 月に新設した

ベジーズ館にて販売しております。また、ＪＡ間連携により米や果物、加工品を仕入

れ販売しています。 

 

〔農業経営事業〕 

 平成 27 年度より農業経営事業に着手し、水耕栽培によるメロン栽培、遊休農地を利

用したそばの栽培を継続しております。 

さらに、平成 30 年 5 月から佐方農プロジェクトを発足し、黒大豆とさつまいもの栽

培をしております。黒大豆は枝豆、さつまいもは焼いもとして店頭販売し、品種によ

る消費者の嗜好を調査しながら販売を行っています。 

 

〔指導事業〕 

農家の皆さまに対する営農指導をはじめ、組合員・地域の皆さまを対象とした法

律・税務相談のほか、資産運用相談などさまざまな指導・相談業務を行っていま

す。指導・相談業務は、担当職員のほか専門家による相談も実施していますので、

お気軽にご相談下さい。 

 

〔文化活動事業〕 

年金友の会 
サークル活動（囲碁・ゴルフ） 

誕生日プレゼント、ウォーキング等 

その他の主な活動・教室 大正琴・生け花（小原流） 

親睦旅行 
日帰り旅行から、泊まりがけの旅行までさまざまな企画

をしています。 
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（２）ＪＡバンク・セーフティネット（貯金者保護の取り組み） 

 

当ＪＡの貯金は、ＪＡバンク独自の制度である「破綻未然防止システム」と公的制

度である「貯金保険制度（農水産業協同組合貯金保険制度）」との２重のセーフティ

ネットで守られています。さらに、当ＪＡの貯金は、ＪＡバンク兵庫として組合員・

利用者の皆さまにより大きな“安心”を提供するために構築された「兵庫県版ＪＡバ

ンク・セーフティネット」によっても守られています。 

 ◇「ＪＡバンクシステム」の仕組み 

   組合員・利用者から一層信頼され利用される信用事業を確立するために、「再

編強化法（農林中央金庫及び特定農水産業協同組合等による信用事業の再編及び

強化に関する法律）」に則り、ＪＡバンク会員（ＪＡ・信連・農林中金）総意の

もと「ＪＡバンク基本方針」に基づき、ＪＡ・信連・農林中金が一体的に取り組

む仕組みを「ＪＡバンクシステム」といいます。 

  「ＪＡバンクシステム」は、ＪＡバンクの信頼性を確保する「破綻未然防止シス

テム」と、スケールメリットときめ細かい顧客接点を生かした金融サービスの提

供の充実・強化を目指す「一体的事業運営」の２つの柱で成り立っています。 

 ◇「破綻未然防止システム」の機能 

「破綻未然防止システム」は、ＪＡバンクの健全性を確保し、ＪＡ等の経営破

綻を未然に防止するためのＪＡバンク独自の制度です。具体的には、（1）個々の

ＪＡ等の経営状況についてチェック（モニタリング）を行い、問題点を早期に発

見、（2）経営破綻に至らないよう、早め早めに経営改善等を実施、（3）全国の

ＪＡバンクが拠出した「ＪＡバンク支援基金※」等を活用し、個々のＪＡの経営

健全性維持のために必要な資本注入などの支援を行います。 

※令和５年３月末における残高は 1,651 億円となっています。 

 ◇「一体的な事業運営」の実施 

   良質で高度な金融サービスを提供するため、ＪＡバンクとして商品開発力・提

案力の強化、共同運営システムの利用、全国統一のＪＡバンクブランドの確立等

の一体的な事業運営の取り組みをしています。 

 ◇貯金保険制度 

   貯金保険制度とは、農水産業協同組合が貯金などの払い戻しができなくなった

場合などに、貯金者を保護し、また資金決済の確保を図ることによって、信用秩

序の維持に資することを目的とする制度で、銀行、信金、信組、労金などが加入

する「預金保険制度」と同様な制度です。 

   なお、この制度を運営する貯金保険機構（農水産業協同組合貯金保険機構）の

責任準備金残高は、令和５年３月末現在で 4,708 億円となっています。 

 ◇兵庫県版ＪＡバンク・セーフティネット 

ＪＡバンク兵庫では、組合員・利用者の皆さまにより大きな“安心”を提供す

るため、「兵庫県版ＪＡバンク・セーフティネット」を構築しています。兵庫県

内のＪＡは、ＪＡバンク兵庫としてレベルの高い健全性を維持するために、全国

水準を上回る本県独自のルールにより取り組んでいます。 
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【ＪＡの概要】 

１．沿革・あゆみ   

 

昭和２３年 ７月２０日  相生市農業協同組合発足 

昭和５０年 ６月１２日  本店事務所竣工 

昭和５５年        オンライン稼動（貯金） 

             貯金残高１００億円突破 

昭和５８年        ＣＤ機導入（本店・港支店） 

昭和６０年        ＡＴＭ機導入（本店・港支店・生協内） 

昭和６２年        長期共済保有５００億円突破 

平成 ３年        貯金残高２００億円突破 

平成 ４年        那波出張所廃止 

平成１０年        本店事務所新築 

平成１８年        貯金残高３００億円突破 

平成２４年        貯金残高４００億円突破 

平成２７年 ５月１１日  ＪＡあいおいベジーズ館 オープン 

平成３０年１２月１４日  貯金残高５００億円突破 

平成３１年 ３月２８日  那波野農機倉庫竣工 

令和 ４年 ２月     ＪＡあいおいベジーズ館 来店人数５万人突破 

令和 ４年 ４月     ＪＡあいおいベジーズ館新設オープン 

令和 ５年 １月１３日  港支店廃止 
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２．機構図 

（令和６年３月 31 日現在） 

 

 

３．組合員数   

（単位：人、団体） 

区  分 令和５年度 令和４年度 増  減 

 正組合員 363 372 △9 

 個   人 363 372 △9 

法   人 0 0 0 

 准組合員 3,394 3,431 △37 

 個   人 3,380 3,417 △37 

法   人 14 14 0 

合    計 3,757 3,803 △46 
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４．組合員組織の状況   

                    （単位：人） 

組 織 名 構 成 員 数 

年金友の会 3,903 

ベジーズ販売・出荷部会 57 

稲作生産・販売部会 32 

稲作受託部会 13 

介護研究グループ 14 

 

５．地区一覧   

相生市 …… 本 店 

 

６．役員構成（役員一覧）   

（令和６年３月末現在） 

役  員 氏  名 役  員 氏  名 

代表理事組合長 山本  潔 理 事 角石 真一 

常 務 理 事 水野 一郎 理 事 兼田 勲雄 

理 事 部 長 吉川 誉人 理 事 八木 英彦 

理 事 大下 俊策 代表・常勤監事 井上 八千代 

理 事 前川 則之 監 事 中谷 嘉告 

理 事 濱本 文明 員 外 監 事 小田 恵子 

 理 事 松井 正直   

 

７．職員数  

                                       （単位：名） 

区  分 男  性 女  性 合  計 

一 般 職 員  5（ 2） 7（ 3） 12（ 5） 

営農指導員 1（ 0） 0（ 0） 1（ 0） 

合  計 6（ 2） 7（ 3） 13（ 5） 

（注）１．（ ）は常用臨時雇用者です。 
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８．事務所の名称及び所在地   

                                 （令和６年４月現在） 

店舗及び 

事務所名 
所 在 地 電話番号 

ＡＴＭ（現金自動化機

器）設置・稼働状況 

本 店 相生市大石町 19 番 1 号 0791-22-0690 2 台 

 

 

店舗外ＣＤ・ＡＴＭ設置場所 

店舗及び事務所名 所 在 地 電話番号 
ＡＴＭ（現金自動化機

器）設置・稼働状況 

コープデイズ相生 相生市旭 3 丁目 7 番 6 号 - 1 台 

コ ー プ 東 部 店  相生市赤坂 1 丁目 4 番 32 号 - 1 台 

 

 

９．特定信用事業代理業者の状況   

該当する事項はありません。 
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【経営資料】 

Ⅰ 決算の状況 

１．貸借対照表   

（単位：百万円） 

科   目 
令和５年度 

（令和 6 年 3 月 31 日） 

令和 4 年度 

（令和 5 年 3 月 31 日） 

（資産の部）   

１ 信用事業資産 55,662 56,415 

 （1）現金 87 81 

 （2）預金 49,001 49,611 

    系統預金 48,999 49,609 

    系統外預金 2 2 

 （3）有価証券 390 - 

    国債 390 - 

 （4）貸出金 5,988 6,525 

 （5）その他の信用事業資産 282 303 

    未収収益 5 4 

    その他の資産 276 299 

 （6）貸倒引当金 △88 △106 

２ 共済事業資産 0 1 

３ 経済事業資産 4 19 

 （1）経済事業未収金 1 13 

 （2）棚卸資産 3 5 

    購買品 2 2 

    販売品 1 3 

 （3）その他の経済事業資産 0 0 

４ 雑資産 14 15 

５ 固定資産 92 97 

 （1）有形固定資産 92 97 

    建物 44 44 

    機械装置 35 35 

    土地 74 74 

    その他の有形固定資産 56 55 

    減価償却累計額 △118 △112 

 （2）無形固定資産 0 0 

６ 外部出資 2,924 2,853 

 （1）外部出資 2,924 2,853 

    系統出資 2,880 2,811 

    系統外出資 43 42 

７ 繰延税金資産 16 16 

資産の部合計 58,715 59,420 
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科   目 
令和５年度 

（令和 6 年 3 月 31 日） 

令和 4 年度 

（令和 5 年 3 月 31 日） 

（負債の部）   

１ 信用事業負債 53,232 54,107 

 （1）貯金 53,161 54,012 

 （2）その他の信用事業負債 70 95 

    未払費用 10 13 

    その他の負債 59 81 

２ 共済事業負債 152 122 

 （1）共済資金 102 72 

 （2）未経過共済付加収入 50 48 

 （3）その他の共済事業負債 0 1 

３ 経済事業負債 1 13 

 （1）経済事業未払金 1 13 

 （2）経済受託債務 0 0 

４ 雑負債 55 53 

 （1）未払法人税等 41 38 

 （2）その他の負債 14 14 

５ 諸引当金 48 49 

 （1）退職給付引当金 13 11 

 （2）役員退職慰労引当金 34 37 

負債の部合計 53,491 54,346 

（純資産の部）   

１ 組合員資本 5,222 5,074 

 （1）出資金 101 103 

 （2）資本準備金 0 0 

 （3）利益剰余金 5,121 4,971 

    利益準備金 220 220 

    その他利益剰余金 4,901 4,750 

     施設整備積立金 150 150 

     信用事業基盤強化積立金 546 546 

     地域文化・福祉増進積立金 400 400 

     地域営農振興積立金 50 50 

     災害等対策積立金 100 100 

     有価証券価格変動積立金 140 70 

     特別積立金 3,261 3,231 

     当期未処分剰余金 252 202 

    （うち当期剰余金） （155） （108） 

 （4）処分未済持分 △0 △0 

２ 評価・換算差額等 1 - 

  その他有価証券評価差額金 1 - 

純資産の部合計 5,224 5,074 

負債及び純資産の部合計 58,715 59,420 
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２．損益計算書                    

（単位：百万円） 

科   目 

令和５年度 

（自：令和 5 年 4 月 1 日 

  至：令和 6 年 3 月 31 日） 

令和 4 年度 

（自：令和 4 年 4 月 1 日 

  至：令和 5 年 3 月 31 日） 

１ 事業総利益 441 445 

  事業収益 516 563 

  事業費用 74 117 

  （1）信用事業収益 374 417 

     資金運用収益 361 404 

     （うち預金利息） （248） （273） 

     （うち有価証券利息） （1） （-） 

     （うち貸出金利息） （73） （80） 

     （うちその他受入利息） （37） （51） 

     役務取引等収益 8 8 

     その他経常収益 4 4 

  （2）信用事業費用 41 80 

     資金調達費用 23 31 

     （うち貯金利息） （23） （31） 

     （うち給付補填備金繰入） （0） （0） 

     （うち借入金利息） （0） （0） 

     （うちその他支払利息） （0） （0） 

     役務取引等費用 1 1 

     その他経常費用 16 47 

     （うち貸倒引当金繰入額） （-） （8） 

     （うち貸倒引当金戻入益） （△18） （-） 

   信用事業総利益 332 336 

  （3）共済事業収益 117 114 

     共済付加収入 111 107 

     その他の収益 6 7 

  （4）共済事業費用 8 8 

     共済推進費 6 6 

     共済保全費 1 1 

     その他の費用 0 0 

   共済事業総利益 108 106 

  （5）購買事業収益 13 19 

     購買品供給高 11 16 

     購買手数料 1 2 

     修理サービス料 0 0 

     その他の収益 0 0 

  （6）購買事業費用 9 14 

     購買品供給原価 9 13 

     修理サービス費 0 0 

     その他の費用 0 0 

     （うち貸倒引当金戻入益） - （△0） 

   購買事業総利益 3 4 
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科   目 

令和５年度 

（自：令和 5 年 4 月 1 日 

  至：令和 6 年 3 月 31 日） 

令和 4 年度 

（自：令和 4 年 4 月 1 日 

  至：令和 5 年 3 月 31 日） 

  （7）販売事業収益 8 8 

     販売品販売高 7 7 

     販売手数料 0 0 

     その他の収益 0 0 

  （8）販売事業費用 6 6 

     販売品販売原価 6 5 

     その他の費用 0 0 

   販売事業総利益 1 1 

  （9）農業経営事業収益 0 0 

  （10）農業経営事業費用 1 1 

   農業経営事業総損失 1 1 

  （11）宅地等供給事業収益 - - 

  （12）宅地等供給事業費用 - 0 

   宅地等供給事業総損失 - 0 

  （13）指導事業収入 4 5 

  （14）指導事業支出 7 7 

   指導事業収支差額 △2 △2 

２ 事業管理費 289 321 

  （1）人件費 190 207 

  （2）業務費 41 44 

  （3）諸税負担金 27 30 

  （4）施設費 26 36 

  （5）その他事業管理費 3 3 

事業利益 152 124 

３ 事業外収益 50 40 

  （1）受取出資配当金 34 34 

  （2）賃貸料 2 2 

  （3）ゴルフ会員権償還益 10 - 

  （4）雑収入 3 4 

４ 事業外費用 0 0 

  （1）寄付金 0 0 

  （2）雑損失 0 0 

経常利益 203 164 

５ 特別損失 - 12 

  （1）固定資産処分損 - 12 

税引前当期利益 203 152 

法人税・住民税及び事業税 48 45 

法人税等調整額 0 △1 

法人税等合計 48 44 

当期剰余金 155 108 

当期首繰越剰余金 97 94 

当期未処分剰余金 252 202 
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３．注記表   

令和５年度 注記表 
 

１ 継続組合の前提に関する注記 
継続組合の前提に重要な疑義を抱かせる事象または状況はありません。 

 
２．重要な会計方針に係る事項に関する注記 
（１）次に掲げるものの評価基準及び評価方法 

①有価証券（株式形態の外部出資を評含む）の評価基準及び評価方法 
  ア．その他有価証券 
   ・時価のあるもの 
     時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

により評価しています。 
   ・市場価格のない株式等 
     移動平均法による原価法により評価しています。 
 

 ②棚卸資産の評価基準及び評価方法 

棚卸資産の種類 評 価 方 法 

購買品 総平均法に基づく原価法 

販売品 総平均法に基づく原価法 

貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定しています。 
 
（２）固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 
定率法を採用しています。ただし、平成 10 年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は

除く）並びに平成 28 年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を
採用しています。 

 
②無形固定資産 

定額法を採用しています。 
 
（３）引当金の計上基準 

  ①貸倒引当金 
    貸倒引当金は、予め定めている資産査定規程、資産査定事務要領、経理規程及び資産の償

却・引当基準に則り、次のとおり計上しています。 
正常先債権及び要注意先債権（要管理債権を含む。）については、主として今後１年間の予

想損失額又は今後３年間の予想損失額を見込んで計上しており、予想損失額は、１年間または
３年間の貸倒実績を基礎とした貸倒実績率の過去の一定期間における平均値に基づき損失率を
求め、これに将来見込み等の必要な修正を加えて算定しています。 

また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債
務者（破綻懸念先）に係る債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による
回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断して必要と認め
られる額を計上しています。 

破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（破綻先）に係る債権及びそ
れと同等の状況にある債務者（実質破綻先）に係る債権については、債権額から担保の処分可
能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しています。 

すべての債権は、資産査定規程及び資産査定事務要領に基づき資産査定部署が資産査定を実
施し、当該部署から独立した内部監査部署が査定結果を監査しています。 

 

②退職給付引当金 
職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき

計上しています。 
なお、退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を

退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しています。 
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③役員退職慰労引当金 
役員の退職慰労金の支給に備えて、役員退職慰労金規程に基づく期末要支給額を計上してい

ます。 
 
（４）収益及び費用の計上基準 
 【収益認識関連】 
   当組合の利用者等との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容

及び収益を認識する通常の時点は以下のとおりです。 
  ①購買事業 
    農業生産に必要な資材と生活に必要な物資を共同購入し、組合員に供給する事業であり、

当組合は利用者等との契約に基づき、購買品を引き渡す義務を負っています。この利用者等
に対する履行義務は、購買品の引き渡し時点で充足することから、当該時点で収益を認識し
ています。 

  ②販売事業 
    組合員が生産した農産物を当組合が集荷して利用者等に販売する事業及び組合員等が生産

した農産物を当組合が買取り、利用者等に販売する事業であり、当組合は利用者等に販売品
を引き渡す義務を負っています。この利用者等に対する履行義務は、販売品の引き渡し時点
で充足することから、当該時点で収益を認識しています。 

  ③指導事業 
    組合員の営農・生活にかかる各種サービス等を提供する事業であり、当組合は利用者等と

の契約に基づき、役務提供する義務を負っています。この利用者等に対する履行義務は、主
にサービスの提供が完了した時点で充足することから、当該時点で収益を認識しています。 

 
（５）消費税及び地方消費税の会計処理の方法 

消費税及び地方消費税は、税抜方式による会計処理を行っています。 
ただし、固定資産に係る控除対象外消費税等は「雑資産」に計上し、５年間で均等償却して

います。 
 
（６）計算書類等に記載した金額の端数処理の方法 

記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しており、金額百万円未満の科目については「０」
で表示しています。 

また、金額の全くないものは「－」で表示しています。 
 

（７）その他計算書類等の作成のための基本となる重要な事項 
【事業別収益・事業別費用の内部取引の処理方法について】 

当組合は、事業別の収益及び費用について、事業間取引を相殺表示していません。よって、
事業別の収益及び費用については、事業間の内部取引も含めて表示しています。 
ただし、損益計算書の事業収益、事業費用については、農業協同組合法施行規則に従い、

各事業相互間の内部損益を除去した額を記載しています。 
 
  【当組合が代理人として関与する取引の損益計算書の表示について】 
    購買事業収益のうち、当組合が代理人として購買品の供給に関与している場合には、純額

で収益を認識して、購買手数料として表示しています。また、販売事業収益のうち、当組合
が代理人として販売品の販売に関与している場合には、純額で収益を認識して、販売手数料
として表示しています。 

 
３ 会計方針の変更に関する注記 
  該当する事項はありません。 
 
４ 表示方法の変更に関する注記 
  該当する事項はありません。 
 
５．会計上の見積りに関する注記 
（１）繰延税金資産の回収可能性 

①当事業年度の計算書類に計上した金額 繰延税金資産 16,593 千円（繰延税金負債との相殺前） 
②会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報 

繰延税金資産の計上は、次年度以降において将来減算一時差異を利用可能な課税所得の見積
額を限度として行っています。 
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次年度以降の課税所得の見積額については、令和４年４月に作成した中期経営計画等を勘案
し、当組合が将来獲得可能な課税所得の時期及び金額を合理的に見積っています。 

しかし、これらの見積りは将来の不確実な経営環境及び組合の経営状況の影響を受ける可能
性があり、実際に課税所得が生じた時期及び金額が見積りと異なった場合には、翌事業年度以
降の計算書類において認識する繰延税金資産の金額に重要な影響を与える可能性があります。 

また、将来の税制改正により、法定実効税率が変更された場合には、翌事業年度以降の計算
書類において認識する繰延税金資産の金額に重要な影響を与える可能性があります。 

 
（２）貸倒引当金 
 ①当事業年度の計算書類に計上した金額 貸倒引当金 88 百万円 
 ②会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報 
  ア．算定方法 
    「１．重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「（３）引当金の計上基準」の「貸倒

引当金」に記載しています。 
  イ．主要な仮定 
    主要な仮定は、「債務者区分の判定における貸出先の将来の業績見通し」です。「債務者

区分の判定における貸出先の将来の業績見通し」は、各債務者の収益獲得能力を個別に評価
し、設定しています。 

  ウ．翌事業年度に係る計算書類に与える影響 
    個別貸出先の業績変化等により、当初の見積りに用いた仮定が変化した場合は、翌事業年

度に係る計算書類における貸倒引当金に重要な影響を及ぼす可能性があります。 
 
６ 会計上の見積りの変更に関する注記 
  該当する事項はありません。 
 
７ 誤謬の訂正に関する注記 
  該当する事項はありません。 
 
８．貸借対照表に関する注記 
【資産に係る圧縮記帳額を直接控除した場合における各資産の資産項目別の圧縮記帳額】 
（１）資産に係る圧縮記帳額の直接控除額は次のとおりです。 

（単位：百万円） 

項  目 金  額 

建物 468 

その他有形固定資産 17 

合  計 485 

（注）平成 10 年 4 月 1 日以降における固定資産の補助金等の圧縮額の累計を計上しています。 
 
【担保に供した資産等】 
（２）信連定期預金をそれぞれ、為替決済等の代用として 650 百万円、当座借越契約の担保として

500 百万円、及びみなと銀行定期預金を水道料金収納事務に関する担保として 10 万円、差し入
れています。 

 
【役員に対する金銭債権の総額】 
（３）理事及び監事に対する金銭債権の総額   23 百万円 
 
【債権のうち農業協同組合法施行規則第 204 条第１項第１号ホ（２）（ⅰ）から（ⅳ）までに掲げ

るものの額及びその合計額】 
（４）破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権、三月以上延滞債権及び貸出条件緩和債権

の額は、次のとおりです。 
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（単位：百万円） 

項   目 金  額 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 83 

危険債権 28 

三月以上延滞債権 - 

貸出条件緩和債権 - 

合   計 112 

（注）１. 破産更生債権及びこれらに準ずる債権（１） 
破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に

陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権です。 
２. 危険債権（２） 

債務者が経営破綻の状態には至っていないものの、財政状態及び経営成績が悪化
し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権
（（１）に掲げるものを除く。）です。 

３. 三月以上延滞債権（３） 
元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金 

（（１）及び（２）に掲げるものを除く。）です。 
４. 貸出条件緩和債権 

債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶
予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取り決めを行った貸出
金（（１）、（２）及び（３）に掲げるものを除く。）です。 

５. 上記に掲げた額については、貸倒引当金控除前の金額です。 
 
９ 損益計算書に関する注記 
  該当する事項はありません。 
 
10．金融商品に関する注記 
〈金融商品の状況に関する事項〉 
（１）金融商品に対する取組方針 

当組合は組合員等から預かった貯金を原資に、組合員や地域内の事業者等へ貸付けを行
い、また余裕金を兵庫県信用農業協同組合連合会へ預け入れているほか、国債による運用
を行っています。 

 
（２）金融商品の内容及びそのリスク 

当組合が保有する金融資産は、主として当組合管内の組合員等に対する貸出金及び有価
証券であり、貸出金は、契約不履行によってもたらされる信用リスクがあります。 
また、有価証券の内容は債券であり、純投資目的（その他有価証券）で保有しています。

有価証券は発行体の信用リスク、金利の変動リスク及び市場価格の変動リスクがあります。 
 
（３）金融商品に係るリスク管理体制 
①信用リスクの管理 

当組合は、個別の重要案件又は大口案件については理事会において対応方針を決定して
います。また、通常の貸出取引については、本店に審査室を設置し、与信審査を行ってい
ます。審査にあたっては、取引先のキャッシュ・フローなどにより償還能力の評価を行う
とともに、担保評価基準など厳格な審査基準を設けて、与信判定を行っています。貸出取
引において資産の健全性の維持・向上を図るため、資産の自己査定を厳正に行っています。
不良債権については管理・回収方針を作成・実践し、資産の健全化に取り組んでいます。
また、資産自己査定の結果、貸倒引当金については資産の償却・引当基準に基づき必要額
を計上し、資産及び財務の健全化に努めています。 

 
②市場リスクの管理 

当組合では、金利リスク、価格変動リスクなどの市場性リスクを的確にコントロールす
ることにより、財務の安定化を図っています。このため、財務の健全性維持と収益力強化
とのバランスを重視したＡＬＭを基本に、資産・負債の金利感応度分析などを実施し、金
融情勢の変化に機敏に対応できる柔軟な財務構造の構築に努めています。 
とりわけ、有価証券運用については、市場動向や経済見通しなどの投資環境分析及び当
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組合の保有有価証券ポートフォリオの状況やＡＬＭなどを考慮し、理事会において運用方
針を定めるとともに、経営層で構成するＡＬＭ委員会を定期的に開催して、日常的な情報
交換及び意思決定を行っています。運用部門は、理事会で決定した運用方針及びＡＬＭ委
員会で決定された方針などに基づき、有価証券の売買やリスクヘッジを行っています。運
用部門が行った取引についてはリスク管理部門が適切な執行を行っているかどうかチェッ
クし定期的にリスク量の測定を行い経営層に報告しています。 

 
市場リスクに係る定量的情報（トレーディング目的以外の金融商品） 
当組合で保有している金融商品はすべてトレーディング目的以外の金融商品です。当組合に

おいて、主要なリスク変数である金利リスクの影響を受ける主たる金融商品は、預金、貸出金、
有価証券のうちその他有価証券に分類している債券、貯金です。 

当組合では、これらの金融資産及び金融負債について、期末後１年程度の金利の合理的な予
想変動幅を用いた経済価値の変動額を、金利の変動リスクの管理にあたっての定量的分析に利
用しています。 

金利以外のすべてのリスク変数が一定であると仮定し、当期末現在、指標となる金利が
0.24%下落したものと想定した場合には、経済価値が 51 百万円減少するものと把握しています。 

当該変動額は、金利を除くリスク変数が一定の場合を前提としており、金利とその他のリス
ク変数の相関を考慮していません。 

また、金利の合理的な予想変動幅を超える変動が生じた場合には、算定額を超える影響が生
じる可能性があります。 

 
③資金調達に係る流動性リスクの管理 

当組合では、資金繰りリスクについては、運用・調達について月次の資金計画を作成し、安
定的な流動性の確保に努めています。また、市場流動性リスクについては、投資判断を行う上
での重要な要素と位置付け、商品ごとに異なる流動性（換金性）を把握したうえで、運用方針
などの策定の際に検討を行っています。 

 
（４）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価（時価に代わるものを含む）には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格
がない場合には合理的に算定された価額（これに準ずる価額を含む）が含まれています。当該
価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、
当該価額が異なることもあります。 

 
〈金融商品の時価等に関する事項〉 
（１）金融商品の貸借対照表計上額および時価等 

当期末における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりです。なお、市場
価格のない株式等は、次表には含めていません。 

                                     （単位：百万円） 

 貸借対照表計上額 時 価 差 額 

預金 49,001 48,979 △22 

 
有価証券 
 その他有価証券 
 

 
 

390 

 
 

390 

 
 

- 

貸出金 5,988 - - 

貸倒引当金(＊１) △88 - - 

貸倒引当金控除後 5,899 5,929 29 

資産計 55,292 55,299 7 

貯金 53,161 53,143 △18 

負債計 53,161 53,143 △18 

（＊１）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金です。 
 
（２）金融商品の時価の算定に用いた評価技法の説明 

【資産】 
①預金 

満期のない預金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によ
っています。満期のある預金については、期間に基づく区分ごとに、リスクフリーレートで



   

38 

 

ある翌日物金利スワップ（Overnight Index Swap。以下「OIS」という。）のレートで割り引
いた現在価値を時価に代わる金額として算定しています。 

 
②有価証券 

国債については、活発な市場における無調整の相場価格を利用しています。 
 

③貸出金 
貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出先の信用状態

が実行後大きく異なっていない限り、時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額によ
っています。 

一方、固定金利によるものは、貸出金の種類及び期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額を
リスクフリーレートである OIS のレートで割り引いた額から貸倒引当金を控除して時価に代わる
金額として算定しています。 

また、延滞債権・期限の利益を喪失した債権等について、帳簿価額から貸倒引当金を控除した
額を時価に代わる金額としています。 

 
【負債】 

①貯金 
要求払貯金については、決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなして

います。また、定期性貯金については、期間に基づく区分ごとに、将来のキャッシュ・フロ
ーをリスクフリーレートである OIS のレートで割り引いた現在価値を時価に代わる金額とし
て算定しています。 

 
（３）市場価格のない株式等 
   市場価格のない株式等は次のとおりであり、これらは（１）の金融商品の時価情報には含ま

れていません。 
（単位：百万円） 

 貸借対照表計上額 

外部出資 2,924 

 
（４）金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額 

（単位：百万円） 

 
１年以内 

１年超 
２年以内 

２年超 
３年以内 

３年超 
４年以内 

４年超 
５年以内 ５年超 

預金 49,001 - - - - - 

有価証券 
 その他有価証券
のうち満期がある
もの 

 
 

- 

 
 

- 

 
 

- 

 
 

- 

 
 

- 

 
 

400 

貸出金（＊1、2） 789 421 400 355 320 3,612 

合計 49,791 421 400 355 320 4,012 

（＊１）貸出金のうち、当座貸越 308 百万円については「１年以内」に含めています。また、期限
のない場合は「５年超」に含めています。 

（＊２）貸出金のうち、三月以上の延滞が生じている債権・期限の利益を喪失した債権等 87 百万円
は償還の予定が見込まれないため、含めていません。 

 

（５）有利子負債の決算日後の返済予定額 
（単位：百万円） 

 

１年以内 

１年超 
２年以内 

２年超 
３年以内 

３年超 
４年以内 

４年超 
５年以内 ５年超 

貯金(＊１) 51,671 769 708 7 3 1 

（＊１）貯金のうち、要求払貯金については「１年以内」に含めています。 
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11．有価証券に関する注記 
（１）有価証券の時価及び評価差額に関する事項 
  ①その他有価証券 
    その他有価証券において、種類ごとの取得原価又は償却原価、貸借対照表計上額及びこれ

らの差額については、次のとおりです。 
（単位：百万円） 

種類 
取得原価又は 

償却原価 
貸借対照表 

計上額 
評価差額 

貸借対照表計上額が取得原価

又は償却原価を超えるもの 

国債 295 298 2 

小計 295 298 2 

貸借対照表計上額が取得原価

又は償却原価を超えないもの 

国債 93 92 △1 

小計 93 92 △1 

合  計 388 390 1 

 

12．退職給付に関する注記 
（１） 採用している退職給付制度 

職員の退職給付に充てるため、退職給与規程に基づく退職一時金制度に加えて、全国共済
農業協同組合連合会との契約による確定給付型年金制度を採用しています。 
なお、退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額

を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しています。 
 
（２）退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表 

           （単位：百万円） 

項   目 金   額 

①期首における退職給付引当金 11 

②退職給付費用 3 

③退職給付の支払額 - 

④確定給付型年金制度への拠出金 △1 

⑤期末における退職給付引当金 13 

 
（３）退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表 

（単位：百万円） 

項   目 金   額 

①退職給付債務 47 

②確定給付型年金制度の積立額 △33 

③未積立退職給付債務（①+②） 13 

退職給付引当金 13 

 
 
（４）退職給付に関連する損益 

       （単位：百万円） 

項   目 金   額 

①勤務費用 3 

 
（５）特例業務負担金の将来見込額 

人件費のうち福利厚生費には、厚生年金保険制度及び農林漁業団体職員共済組合制度の統合
を図るための農林漁業団体職員共済組合法等を廃止する等の法律附則第 57 条に基づき、旧農林
共済組合（存続組合）が行う特例年金等の業務に要する費用に充てるため拠出した特例業務負
担金 1 百万円を含めて計上しています。 

なお、同組合より示された令和６年３月現在における令和 14 年３月までの特例業務負担金の
将来見込額は、13 百万円となっています。 
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13．税効果会計に関する注記 
（１）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別の主な内訳 

 
（単位：百万円） 

 

（２） 法定実効税率と法人税等の負担率との差異の主な要因 
（単位：％） 

 当 期 末 

法定実効税率 27.89 

調 
 

整 

交際費等永久に損金に算入されない項目  2.07 

受取配当金等永久に益金に算入されない項目  △2.38 

住民税均等割  0.15 

評価性引当額の増減 △3.73 

その他 △0.22 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 23.77 

 

14 賃貸等不動産に関する注記 
該当する事項はありません。 

 
15 合併に関する注記 

該当する事項はありません。 
 

16 重要な後発事象に関するに関する注記 
該当する事項はありません。 

 

17 収益認識に関する注記 
  「重要な会計方針に係る事項に関する注記（４）収益及び費用の計上基準」に同一の内容を記

載しているため、注記を省略しています。 
 
18 その他の注記 

該当する事項はありません。 
 

19 持分法損益等に関する注記 
該当する事項はありません。 
 

20 キャッシュ・フロー計算書に関する注記 
キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 
キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）の範囲は貸借対照表上の

主な内訳 当 期 末 

繰
延
税
金
資
産 

貸倒引当金超過額 19 

退職給付引当金 3 

貸付金棚上利息 4 

役員退職慰労引当金 9 

未払事業税 3 

その他 0 

小 計 40 

評価性引当額 △24 

合 計 16 

繰
延
税 

金
負
債 

その他有価証券 △0 

その他 △0 

合 計 △0 

繰延税金資産の純額 16 
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「現金」及び「預金」のうち、「現金」及び「預金」の中の当座預金、普通預金及び通知預金
であります。 

なお、現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表掲記されている科目の金額との関係は次
のとおりです。 

 
現金及び預金勘定      49,089百万円 
別段預金及び定期性預金  △48,729百万円 
現金及び現金同等物      359 百万円 

 
 
令和４年度 注記表 
 

１ 継続組合の前提に関する注記 
継続組合の前提に重要な疑義を抱かせる事象または状況はありません。 

 

２ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 
（１）次に掲げるものの評価基準及び評価方法 
 ①棚卸資産の評価基準及び評価方法 

棚卸資産の種類 評 価 方 法 

購買品 総平均法に基づく原価法 

販売品 総平均法に基づく原価法 

貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定しています。 
 

（２）固定資産の減価償却の方法 
①有形固定資産 

定率法を採用しています。ただし、平成 10 年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は
除く）並びに平成 28 年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を
採用しています。 

 

②無形固定資産 
定額法を採用しています。 

 

（３）引当金の計上基準 
  ①貸倒引当金 
    貸倒引当金は、予め定めている資産査定規程、資産査定事務要領、経理規程及び資産の償

却・引当基準に則り、次のとおり計上しています。 
正常先債権及び要注意先債権（要管理債権を含む。）については、主として今後１年間の予

想損失額又は今後３年間の予想損失額を見込んで計上しており、予想損失額は、１年間または
３年間の貸倒実績を基礎とした貸倒実績率の過去の一定期間における平均値に基づき損失率を
求め、これに将来見込み等の必要な修正を加えて算定しています。 

また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債
務者（破綻懸念先）に係る債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による
回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断して必要と認め
られる額を計上しています。 

破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（破綻先）に係る債権及びそ
れと同等の状況にある債務者（実質破綻先）に係る債権については、債権額から担保の処分可
能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しています。 

すべての債権は、資産査定規程及び資産査定事務要領に基づき資産査定部署が資産査定を実
施し、当該部署から独立した内部監査部署が査定結果を監査しています。 

 
②退職給付引当金 

職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき
計上しています。 

なお、退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を
退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しています。 
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③役員退職慰労引当金 
役員の退職慰労金の支給に備えて、役員退職慰労金規程に基づく期末要支給額を計上して

います。 
 

（４）収益及び費用の計上基準 
 【収益認識関連】 
   当組合の利用者等との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容

及び収益を認識する通常の時点は以下のとおりです。 
  ①購買事業 
    農業生産に必要な資材と生活に必要な物資を共同購入し、組合員に供給する事業であり、

当組合は利用者等との契約に基づき、購買品を引き渡す義務を負っています。この利用者等
に対する履行義務は、購買品の引き渡し時点で充足することから、当該時点で収益を認識し
ています。 

  ②販売事業 
    組合員が生産した農産物を当組合が集荷して利用者等に販売する事業および組合員等が生

産した農産物を当組合が買取り、利用者等に販売する事業であり、当組合は利用者等に販売
品を引き渡す義務を負っています。この利用者等に対する履行義務は、販売品の引き渡し時
点で充足することから、当該時点で収益を認識しています。 

  ③指導事業 
    組合員の営農・生活にかかる各種サービス等を提供する事業であり、当組合は利用者等と

の契約に基づき、役務提供する義務を負っています。この利用者等に対する履行義務は、主
にサービスの提供が完了した時点で充足することから、当該時点で収益を認識しています。 

 

（５）消費税及び地方消費税の会計処理の方法 
消費税及び地方消費税は、税抜方式による会計処理を行っています。 
ただし、固定資産に係る控除対象外消費税等は「雑資産」に計上し、５年間で均等償却して

います。 
 
（６）計算書類等に記載した金額の端数処理の方法 

記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しており、金額百万円未満の科目については「０」
で表示しています。 

また、金額の全くないものは「－」で表示しています。 
 
（７）その他計算書類等の作成のための基本となる重要な事項 

【事業別収益・事業別費用の内部取引の処理方法について】 
当組合は、事業別の収益及び費用について、事業間取引を相殺表示していません。よって、

事業別の収益及び費用については、事業間の内部取引も含めて表示しています。 
ただし、損益計算書の事業収益、事業費用については、農業協同組合法施行規則に従い、

各事業相互間の内部損益を除去した額を記載しています。 
 

  【当組合が代理人として関与する取引の損益計算書の表示について】 
購買事業収益のうち、当組合が代理人として購買品の供給に関与している場合には、純額

で収益を認識して、購買手数料として表示しています。また、販売事業収益のうち、当組合
が代理人として販売品の販売に関与している場合には、純額で収益を認識して、販売手数料
として表示しています。 

 
３ 会計方針の変更に関する注記 
  該当する事項はありません。 
 
４ 表示方法の変更に関する注記 
  該当する事項はありません。 
 
５ 会計上の見積りに関する注記 
（１）繰延税金資産の回収可能性 
①当事業年度の計算書類に計上した金額 繰延税金資産 16 百万円（繰延税金負債との相殺前） 
②会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報 

繰延税金資産の計上は、次年度以降において将来減算一時差異を利用可能な課税所得の見積
り額を限度として行っています。 
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次年度以降の課税所得の見積りについては、令和４年４月に作成した中期経営計画等を勘案
し、当組合が将来獲得可能な課税所得の時期および金額を合理的に見積っています。 

しかし、これらの見積りは将来の不確実な経営環境および組合の経営状況の影響を受けます。
よって、実際に課税所得が生じた時期および金額が見積りと異なった場合には、次年度以降の
計算書類において認識する繰延税金資産の金額に重要な影響を与える可能性があります。 

また、将来の税制改正により、法定実効税率が変更された場合には、次年度以降の計算書類
において認識する繰延税金資産の金額に重要な影響を与える可能性があります。 

 

６ 会計上の見積りの変更に関する注記 
  該当する事項はありません。 
 
７ 誤謬の訂正に関する注記 
  該当する事項はありません。 
 
８ 貸借対照表に関する注記 
【資産に係る圧縮記帳額を直接控除した場合における各資産の資産項目別の圧縮記帳額】 
（１）資産に係る圧縮記帳額の直接控除額は次のとおりです。 

（単位：百万円） 

項  目 金  額 

建物 468 

その他有形固定資産 17 

合  計 485 

（注）平成 10 年 4 月 1 日以降における固定資産の補助金等の圧縮額の累計を計上しています。 
 

【担保に供した資産等】 
（２）信連定期預金をそれぞれ、為替決済等の代用として 650 百万円、当座借越契約の担保として

500 百万円、及びみなと銀行定期預金を水道料金収納事務に関する担保として 10 万円、差し入
れています。 

 
【債権のうち農業協同組合法施行規則第 204 条第１項第１号ホ（２）（ⅰ）から（ⅳ）までに掲げ

るものの額及びその合計額】 
（３）破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権、三月以上延滞債権及び貸出条件緩和債権

の額は、次のとおりです。 
（単位：百万円） 

項   目 金  額 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 91 

危険債権 82 

三月以上延滞債権 - 

貸出条件緩和債権 - 

合   計 173 

（注）１. 破産更生債権及びこれらに準ずる債権（１） 
破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に

陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権です。 
２. 危険債権（２） 

債務者が経営破綻の状態には至っていないものの、財政状態及び経営成績が悪化
し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権
（（１）に掲げるものを除く。）です。 

３. 三月以上延滞債権（３） 
元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金 

（（１）及び（２）に掲げるものを除く。）です。 
４. 貸出条件緩和債権 

債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶
予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取り決めを行った貸出
金（（１）、（２）及び（３）に掲げるものを除く。）です。 

５. 上記に掲げた額については、貸倒引当金控除前の金額です。 
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９ 損益計算書に関する注記 
  該当する事項はありません。 
 
10 金融商品に関する注記 
〈金融商品の状況に関する事項〉 
（１）金融商品に対する取組方針 

当組合は組合員等から預かった貯金を原資に、組合員や地域内の事業者等へ貸付けを行い、
また余裕金を兵庫県信用農業協同組合連合会へ預け入れて運用を行っています。 

 
（２）金融商品の内容及びそのリスク 

当組合が保有する金融資産は、主として当組合管内の組合員等に対する貸出金であり、貸出
金は、契約不履行によってもたらされる信用リスクがあります。 

 

（３）金融商品に係るリスク管理体制 
①信用リスクの管理 

当組合は、個別の重要案件又は大口案件については理事会において対応方針を決定していま
す。また、通常の貸出取引については、本店に審査室を設置し、与信審査を行っています。審
査にあたっては、取引先のキャッシュ・フローなどにより償還能力の評価を行うとともに、担
保評価基準など厳格な審査基準を設けて、与信判定を行っています。貸出取引において資産の
健全性の維持・向上を図るため、資産の自己査定を厳正に行っています。不良債権については
管理・回収方針を作成・実践し、資産の健全化に取り組んでいます。また、資産自己査定の結
果、貸倒引当金については資産の償却・引当基準に基づき必要額を計上し、資産及び財務の健
全化に努めています。 

 
②市場リスクの管理 

当組合では、金利リスク、価格変動リスクなどの市場性リスクを的確にコントロールするこ
とにより、財務の安定化を図っています。このため、財務の健全性維持と収益力強化とのバラ
ンスを重視したＡＬＭを基本に、資産・負債の金利感応度分析などを実施し、金融情勢の変化
に機敏に対応できる柔軟な財務構造の構築に努めています。 

 
市場リスクに係る定量的情報（トレーディング目的以外の金融商品） 
当組合で保有している金融商品はすべてトレーディング目的以外の金融商品です。当組合に

おいて、主要なリスク変数である金利リスクの影響を受ける主たる金融商品は、預金、貸出金、
貯金です。 

当組合では、これらの金融資産及び金融負債について、期末後１年程度の金利の合理的な予
想変動幅を用いた経済価値の変動額を、金利の変動リスクの管理にあたっての定量的分析に利
用しています。 

金利以外のすべてのリスク変数が一定であると仮定し、当期末現在、指標となる金利が
0.14%下落したものと想定した場合には、経済価値が 26 百万円減少するものと把握しています。 

当該変動額は、金利を除くリスク変数が一定の場合を前提としており、金利とその他のリス
ク変数の相関を考慮していません。 

また、金利の合理的な予想変動幅を超える変動が生じた場合には、算定額を超える影響が生
じる可能性があります。 

 
③資金調達に係る流動性リスクの管理 

当組合では、資金繰りリスクについては、運用・調達について月次の資金計画を作成し、安
定的な流動性の確保に努めています。また、市場流動性リスクについては、投資判断を行う上
での重要な要素と位置付け、商品ごとに異なる流動性（換金性）を把握したうえで、運用方針
などの策定の際に検討を行っています。 

 
（４）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価（時価に代わるものを含む）には、市場価格に基づく価額のほか、市場価
格がない場合には合理的に算定された価額（これに準ずる価額を含む）が含まれています。
当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によっ
た場合、当該価額が異なることもあります。 

 
〈金融商品の時価等に関する事項〉 
（１）金融商品の貸借対照表計上額および時価等 
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当期末における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりです。なお、市場
価格のない株式等は、次表には含めていません。 

                                     （単位：百万円） 

 貸借対照表計上額 時 価 差 額 

預金 49,611 49,608 △3 

    

貸出金 6,525 - - 

貸倒引当金(＊１) 106 - - 

貸倒引当金控除後 6,418 6,465 46 

資産計 56,029 56,073 43 

貯金 54,012 54,022 10 

負債計 54,012 54,022 10 

（＊１）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金です。 
 

（２）金融商品の時価の算定に用いた評価技法の説明 
【資産】 

①預金 
満期のない預金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によ

っています。満期のある預金については、期間に基づく区分ごとに、リスクフリーレートで
ある翌日物金利スワップ（Overnight Index Swap。以下「OIS」という。）のレートで割り引
いた現在価値を時価に代わる金額として算定しています。 

 
②貸出金 

貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出先の信用
状態が実行後大きく異なっていない限り、時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿
価額によっています。 
一方、固定金利によるものは、貸出金の種類及び期間に基づく区分ごとに、元利金の合計

額をリスクフリーレートである OIS のレートで割り引いた額から貸倒引当金を控除して時価
に代わる金額として算定しています。 
なお、分割実行案件で未実行額がある場合には、未実行額も含めた元利金の合計額をリス

クフリーレートである OIS のレートで割り引いた額に、帳簿価額に未実行額を加えた額に対
する帳簿価額の割合を乗じ、貸倒引当金を控除した額を時価に代わる金額として算定してい
ます。 
また、延滞債権・期限の利益を喪失した債権等について、帳簿価額から貸倒引当金を控除

した額を時価に代わる金額としています。 
 

【負債】 
①貯金 

要求払貯金については、決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなして
います。また、定期性貯金については、期間に基づく区分ごとに、将来のキャッシュ・フロ
ーをリスクフリーレートである OIS のレートで割り引いた現在価値を時価に代わる金額とし
て算定しています。 

 
（３）市場価格のない株式等 
   市場価格のない株式等は次のとおりであり、これらは（１）の金融商品の時価情報には含ま

れていません。 
               （単位：百万円） 

 貸借対照表計上額 

外部出資 2,853 

 

（４）金銭債権の決算日後の償還予定額 
（単位：百万円） 

 
１年以内 

１年超 
２年以内 

２年超 
３年以内 

３年超 
４年以内 

４年超 
５年以内 

５年超 

預金 49,611 - - - - - 

貸出金（＊1、2） 818 453 409 389 348 4,011 

合計 50,430 453 409 389 348 4,011 
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（＊１）貸出金のうち、当座貸越 349 百万円については「１年以内」に含めています。また、期限
のない場合は「５年超」に含めています。 

（＊２）貸出金のうち、三月以上の延滞が生じている債権・期限の利益を喪失した債権等 94 百万円
は償還の予定が見込まれないため、含めていません。 

 
（５）有利子負債の決算日後の返済予定額 

（単位：百万円） 

 
１年以内 

１年超 
２年以内 

２年超 
３年以内 

３年超 
４年以内 

４年超 
５年以内 

５年超 

貯金(＊１) 52,308 879 800 16 4 1 

（＊１）貯金のうち、要求払貯金については「１年以内」に含めています。 
 

11 有価証券に関する注記 
  該当する事項はありません。 
 
12 退職給付に関する注記 
（１） 採用している退職給付制度 

職員の退職給付に充てるため、退職給与規程に基づく退職一時金制度に加えて、全国共済
農業協同組合連合会との契約による確定給付型年金制度を採用しています。 
なお、退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額

を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しています。 
 
（２）退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表 

（単位：百万円） 

項   目 金   額 

①期首における退職給付引当金 11 

②退職給付費用 3 

③退職給付の支払額 △1 

④確定給付型年金制度への拠出金 △1 

⑤期末における退職給付引当金 11 

 
（３）退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表 

（単位：百万円） 

項   目 金   額 

①退職給付債務 43 

②確定給付型年金制度の積立額 △32 

③未積立退職給付債務（①+②） 11 

退職給付引当金 11 

 
（４）退職給付に関連する損益 

（単位：百万円） 

項   目 金   額 

①勤務費用 3 

 
（５）特例業務負担金の将来見込額 

人件費のうち福利厚生費には、厚生年金保険制度及び農林漁業団体職員共済組合制度の統合
を図るための農林漁業団体職員共済組合法等を廃止する等の法律附則第 57 条に基づき、旧農林
共済組合（存続組合）が行う特例年金等の業務に要する費用に充てるため拠出した特例業務負
担金 1 百万円を含めて計上しています。 

なお、同組合より示された令和５年３月現在における令和 14 年３月までの特例業務負担金
の将来見込額は、16 百万円となっています。 
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13 税効果会計に関する注記 
（１）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別の主な内訳等は、次のとおりです。 

（単位：百万円） 

 
（２） 法定実効税率と法人税等の負担率との差異の主な要因 

（単位：％） 

 当 期 末 

法定実効税率 27.89 

調 
 

整 

交際費等永久に損金に算入されない項目  2.63 

受取配当金等永久に益金に算入されない項目  △3.12 

住民税均等割  0.20 

評価性引当額の増減 1.66 

その他 △0.30 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 28.96 

 
14 賃貸等不動産に関する注記 

該当する事項はありません。 
 

15 合併に関する注記 
該当する事項はありません。 
 

16 重要な後発事象に関するに関する注記 
該当する事項はありません。 
 

17 収益認識に関する注記 
「重要な会計方針に係る事項に関する注記（４）収益及び費用の計上基準」に同一の内容を記

載しているため、注記を省略しています。 
 
18 その他の注記 

該当する事項はありません。 
 

19 持分法損益等に関する注記 
該当する事項はありません。 
 

20 キャッシュ・フロー計算書に関する注記 
キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 
キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）の範囲は貸借対照表上の

「現金」及び「預金」のうち、「現金」及び「預金」の中の当座預金、普通預金及び通知預金
であります。 

主な内訳 当 期 末 

繰
延
税
金
資
産 

貸倒引当金超過額 24 

退職給付引当金 3 

貸付金棚上利息 4 

役員退職慰労引当金 10 

未払事業税 2 

その他 3 

小 計 48 

評価性引当額 △31 

合 計 16 

繰
延

税
金

負
債 

その他 △0 

合 計 △0 

繰延税金資産の純額 16 
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なお、現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表掲記されている科目の金額との関係は次
のとおりです。 

 
現金及び預金勘定      49,692百万円 
別段預金及び定期性預金  △49,529百万円 
現金及び現金同等物      163 百万円 
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４．剰余金処分計算書  

（単位：百万円） 

科     目 令和５年度 令和４年度 

１ 当期未処分剰余金 252 202 

２ 任意積立金取崩額 - - 

計 252 202 

３ 剰余金処分額 155 105 

 

(1) 利益準備金 - - 

(2) 任意積立金 

     信用事業基盤強化積立金 

     特別積立金 

    施設整備積立金 

    有価証券価格変動積立金 

150 

- 

90 

- 

60 

100 

- 

30 

- 

70 

(3) 出資配当金 

    普通出資に対する配当金 

5 

5 

5 

5 

(4) 事業分量配当金 - - 

４．次期繰越剰余金 97 97 

（注）１．普通出資に対する配当の割合は、次のとおりです。 

      令和５年度 5.0％  令和４年度 5.0％ 

 

   ２．次期繰越剰余金には、教育情報繰越金が含まれています。 

      令和５年度 8 百万円 

      令和４年度 5 百万円 

 

   ３．任意積立金のうち目的積立金の種類、積立目的及び取崩基準、積立目標額、積立基準等

は次のとおりです。 

（単位：百万円） 

種  類 積立目的及び取崩基準 積立目標額 積立現在額 

施設整備積立金 
施設整備のため 減価償却資産 

の取得価格 
150 

施設等の改修、修繕が必要となったとき 

信用事業基盤 

強化積立金 

信用事業基盤強化のため 
期末貯金残高 

×1％以内 
546 信用事業総利益が前年度に比べ大幅減少

した場合など 

地域文化・福祉 

増進積立金 

地域の環境・文化・福祉貢献のため 

400 400 
地域の環境・文化・福祉に必要となった

とき 

地域営農振興 

積立金 

地域の営農振興のため 

50 50 

地域の営農振興に必要となったとき 
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  ※上記の積立金の積立基準については、毎年度の当期剰余金を参酌し、計画性のある当期積立

金額を、総会の承認を得て積み立てています。 

  

種  類 積立目的及び取崩基準 積立目標額 積立現在額 

災害等対策 

積立金 

ＪＡ及び組合員に大きな影響を及ぼす地

震、台風、集中豪雨等の自然災害に備え

るため 

100 100 
政令により激甚災害の指定を受けるなど

重大な事態が発生した場合に、ＪＡ及び

地域の復興のために支出した相当額を取

り崩す 

有価証券価格変

動積立金 

有価証券運用にあたり大幅な市場価格の

変動に備えるために積み立てる 

200 200 
社会情勢の変化等により、有価証券の市

場価格の大幅な変動により信用事業総利

益が前年度に比べ大幅に減少し、信用事

業の基盤に重大な影響が発生した場合に

相当額を取り崩す 
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５．財務諸表の正確性等にかかる確認   

 

 

確認書 

 

 １ 私は、当ＪＡの令和５年４月１日から令和６年３月３１日までの事業年度

にかかるディスクロージャー誌に記載した内容のうち、財務諸表作成に関す

るすべての重要な点において適正に表示されていることを確認いたしまし

た。 

 

 ２ この確認を行うに当たり、財務諸表が適正に作成される以下の体制が整備

され、有効に機能していることを確認しております。 

  (1) 業務分掌と所管部署が明確化され、各部署が適切に業務を遂行する体

制が整備されております。 

  (2) 業務の実施部署から独立した内部監査部門が内部管理体制の適切性・

有効性を検証しており、重要な事項については理事会等に適切に報告さ

れております。  

  (3) 重要な経営情報については、理事会等へ適切に付議・報告されておりま

す。 

 

                    令和６年７月２９日 

                    相生市農業協同組合 

                    代表理事組合長  山本 潔 
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６．キャッシュ・フロー計算書（間接法）   

  （単位：百万円） 

科   目 
令和５年度 

（自：令和 5 年 4 月 1 日 

  至：令和 6 年 3 月 31 日） 

令和４年度 
（自：令和 4 年 4 月 1 日 

 至：令和 5 年 3 月 31 日） 

１ 事業活動によるキャッシュ・フロー 

   税引前当期利益 203 152 

   減価償却費 6 8 

   貸倒引当金の増減額（△は減少） △18 8 

   退職給付引当金の増減額（△は減少） 1 0 

   その他引当金等の増減額（△は減少） △3 6 

   信用事業資金運用収益 △323 △353 

   信用事業資金調達費用 23 31 

   受取雑利息及び受取出資配当金 △34 △34 

   有価証券関係損益（△は益） △0 - 

   固定資産処分損益（△は益） - 12 

 （信用事業活動による資産及び負債の増減） 

   貸出金の純増（△）減 537 88 

   預金の純増（△）減 800 450 

   貯金の純増減（△） △850 △611 

   その他の信用事業資産の純増（△）減 △2 39 

   その他の信用事業負債の純増減（△） △21 5 

 （共済事業活動による資産及び負債の増減） 

   共済資金の純増減（△） 29 3 

   未経過共済付加収入の純増減（△） 1 1 

   その他の共済事業資産の純増（△）減 0 △0 

   その他の共済事業負債の純増減（△） △0 0 

 （経済事業活動による資産及び負債の増減） 

   受取手形及び経済事業未収金の純増（△）減 12 △10 

   棚卸資産の純増（△）減 1 △1 

   支払手形及び経済事業未払金の純増減（△） △11 9 

   経済受託債務の純増減（△） △0 0 

   その他の経済事業資産の純増（△）減 0 0 

 （その他の資産及び負債の増減） 

   その他の資産の純増（△）減 1 0 

   その他の負債の純増減（△） △1 0 

   未払消費税等の増減（△）額 0 △0 

   信用事業資金運用による収入 347 350 

   信用事業資金調達による支出 △26 △34 

小     計 674 123 

雑利息及び出資配当金の受取額 34 34 

法人税等の支払額 △46 △49 

事業活動によるキャッシュ・フロー 663 107 

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー 

   有価証券の取得による支出 △388 - 

   固定資産の取得による支出 △1 △3 

   固定資産の処分による支出 - △12 

   外部出資による支出 △70 △70 

投資活動によるキャッシュ・フロー △460 △86 
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科   目 

令和５年度 
（自：令和 5 年 4 月 1 日 

  至：令和 6 年 3 月 31 日） 

令和４年度 
（自：令和 4 年 4 月 1 日 

 至：令和 5 年 3 月 31 日） 

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

   出資の増額による収入 0 3 

   出資の払戻しによる支出 △1 △2 

   持分の取得による支出 △0 △0 

   持分の譲渡による収入 0 0 

   出資配当金の支払額 △5 △5 

財務活動によるキャッシュ・フロー △6 △4 

４ 現金及び現金同等物に係る換算差額 - - 

５ 現金及び現金同等物の増加額（又は減少額） 196 16 

６ 現金及び現金同等物の期首残高 163 146 

７ 現金及び現金同等物の期末残高 359 163 

 

（注）現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

                        （令和５年度）  （令和４年度） 

現金および預金勘定             49,089       49,692 

別段預金及び定期性預金          △48,729      △49,529 

現金および現金同等物              359         163  
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７．部門別損益計算書   

（令和５年度）                        （単位：百万円） 

区   分 計 
信  用 

事  業 

共  済 

事  業 

農業関連 

事  業 

生活その

他事業 

営  農 

指導事業 

共  通 

管理費等 

事業収益 ① 518 374 117 17 4 4  

事業費用 ② 76 41 8 15 6 3  

事業総利益③ 

（① -②） 
441 332 108 1 △1 0  

事業管理費  ④ 

（うち減価償却費⑤） 

289

（6） 

150 

（2） 

105 

（2） 

10 

（0） 

14 

（0） 

7 

（0） 
 

 うち共通管理費 ⑥ 

（うち減価償却費⑦） 
 

62 

（0） 

36 

（0） 

1 

（0） 

3 

（0） 

1 

（0） 

△105 

（△1） 

事業利益 ⑧ 

（③-④） 
152 181 3 △8 △16 △7  

事業外収益 ⑨ 50 36 11 2 0 0  

 うち共通分 ⑩  8 4 0 0 0 △14 

事業外費用  ⑪ 0 0 0 0 0 0  

 うち共通分 ⑫  0 0 0 0 0 △0 

経常利益 ⑬ 

（⑧＋⑨－⑪） 
203 217 15 △6 △15 △6  

特別利益 ⑭ - - - - - -  

 うち共通分  ⑮  - - - - - - 

特別損失 ⑯ - - - - - -  

 うち共通分 ⑰  - - - - - - 

税引前当期利益 ⑱ 

（⑬＋⑭－⑯） 
203 217 15 △6 △15 △6 

 

営農指導事業分配賦額 

⑲ 
 5 1 0 - △6 

営農指導事業分配賦後 

税引前当期利益 ⑳ 

（⑱－⑲） 

203 212 13 △6 △15  

※①、②は、各事業相互間の内部損益を除去する前の金額としています。 

※⑥、⑩、⑫、⑮、⑰は、各事業に直課できない部分。 

（注） 

１．共通管理費等及び営農指導事業の他部門への配賦基準等は、次のとおりです。 

(1) 共通管理費等の配賦基準・・・（人頭割 +事業総利益割）の平均値 

(2) 営農指導事業の配賦基準・・・事業総利益割 
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２．配賦割合（１の配賦基準で算出した配賦の割合）は、次のとおりです。     （単位：％） 

区   分 
信  用 

事  業 

共  済 

事  業 

農業関連 

事  業 

生活その

他事業 

営  農 

指導事業 
計 

共 通 管 理 費 等 59.5 34.3 1.8 2.9 1.5 100.0 % 

営 農 指 導 事 業 75.1 24.6 0.3 -  100.0 % 

 

 

８．会計監査人の監査 

 令和４年度及び令和５年度の貸借対照表、損益計算書、剰余金処分計算書及び注記表は、農

業協同組合法第 37 条の２第３項の規定に基づき、みのり監査法人の監査を受けております。 
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Ⅱ 損益の状況 

 

１． 最近の５事業年度の主要な経営指標  

                （単位：百万円、口、人、％） 

項   目 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

経常収益（事業収益） 612 614 580 565 518 

 信用事業収益 444 438 430 417 374 

 共済事業収益 127 127 119 114 117 

農業関連事業収益 19 26 21 21 17 

その他事業収益 21 21 8 11 9 

 経常利益 170 216 154 164 203 

 当期剰余金 122 171 108 108 155 

 出資金 

 （出資口数） 

103 

（20,771） 

102 

（20,525） 

102 

（20,424） 

103 

(20,655) 

101 

(20,371) 

 純資産額 4,702 4,867 4,970 5,074 5,224 

総資産額 56,583 59,333 59,908 59,420 58,715 

 貯金等残高 51,588 54,209 54,623 54,012 53,161 

 貸出金残高 7,876 7,105 6,613 6,525 5,988 

 有価証券残高 - - - - 390 

 剰余金配当金額 5 5 5 5 5 

 

 出資配当額 5 5 5 5 5 

 特別配当額 

(事業利用分量配当額) 

- 

（-） 

- 

（-） 

- 

（-） 

- 

(-) 

- 

（-） 

 職員数 20 19 19 14 13 

単体自己資本比率 24.29 23.15 23.58 24.35 25.30 

(注)  １．経常収益は各事業収益の合計額を表しています。 

２．当期剰余金は、銀行等の当期利益に相当するものです。 

   ３．信託業務の取扱いは行っていません。 

   ４．「単体自己資本比率」は、「農業協同組合等がその経営の健全性を判断するための

基準」（平成 18年金融庁・農水省告示第２号）に基づき算出しております。 
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２．利益総括表  

 （単位：百万円、％） 

項    目 令和５年度 令和４年度 増  減 

 資金運用収支 338 373 △35 

 役務取引等収支 6 6 0 

 その他信用事業収支 △12 △43 30 

 信用事業粗利益 

（信用事業粗利益率） 

345 

（0.607） 

379 

（0.667） 

△34 

（△0.061） 

 事業粗利益 

 （事業粗利益率） 

484 

（0.808） 

516 

（0.862） 

△31 

（△0.054） 

 事業純益 195 194 1 

 実質事業純益 195 194 0 

 コア事業純益 195 194 0 

 コア事業純益 

（投資信託解約損益を

除く。） 

193 194 △1 

（注）１．その他信用事業収支＝その他事業直接収益＋その他経常収益 

               －その他事業直接費用－その他経常費用 

   ２．信用事業粗利益＝信用事業収益（その他経常収益を除く。） 

            －信用事業費用（その他経常費用を除く。） 

            ＋金銭の信託運用見合費用 

   ３．信用事業粗利益率＝信用事業粗利益／信用事業資産平均残高×100 

   ４．事業粗利益＝事業総利益－信用事業に係るその他経常収益 

          －信用事業以外に係るその他の収益＋信用事業に係るその他経常費用 

          ＋信用事業以外に係るその他の費用＋事業外収益の受取出資配当金 

          ＋金銭の信託運用見合費用 

      ５．事業粗利益率＝事業粗利益／総資産平均残高×100 

   ６．事業純益＝事業粗利益－事業管理費－一般貸倒引当金繰入額 

   ７．実質事業純益＝事業純益＋一般貸倒引当金繰入額 

   ８．コア事業純益＝実質事業純益－国債等債券関係損益 

   ９．コア事業純益（投資信託解約損益を除く。）＝コア事業純益－投資信託解約損益 
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３．資金運用収支の内訳  

（単位：百万円、％） 

項  目 
令和５年度 令和４年度 

平均残高 利 息 利 回 平均残高 利 息 利 回 

資金運用勘定 56,891 361 0.636 56,876 404 0.712 

 

うち預金 50,274 286 0.570 50,225 324 0.646 

うち有価証券 201 1 0.953 - - - 

うち貸出金 6,415 73 1.145 6,651 80 1.210 

資金調達勘定 54,731 23 0.043 54,626 31 0.058 

 
うち貯金・定期積金 54,721 23 0.043 54,623 31 0.057 

うち借入金 9 0 1.007 2 0 1.005 

総資金利ざや - - 0.318 - - 0.321 

（注）１．総資金利ざや＝資金運用利回り－資金調達原価率（資金調達利回＋経費率） 

   経費率＝信用部門の事業管理費／資金調達勘定(貯金・定期積金＋借入金)平均残高 

２．資金運用勘定の利息欄の預金には、信連からの事業利用分量配当金、奨励 

金が含まれています。 

 

４．受取・支払利息の増減額  

（単位：百万円） 

項   目 令和５年度増減額 令和４年度増減額 

受 取 利 息 △43 △13 

 

うち預金 △37 △6 

うち有価証券 1 - 

うち貸出金 △7 △7 

支 払 利 息 △7 △11 

 

うち貯金・定期積金 △7 △11 

うち譲渡性貯金 - - 

うち借入金 0 0 

     差し引き △35 △1 

（注）１．増減額は前年度対比です。 

   ２．受取利息の預金には、信連からの事業利用分量配当金、奨励金が含まれ 

ています。 
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Ⅲ 事業の概況 

 

１．信用事業 

（１）貯金に関する指標 

① 科目別貯金平均残高  

 （単位：百万円，％） 

種    類 令和５年度 令和４年度 増 減 

流 動 性 貯 金 18,653（ 34.1） 17,746（ 32.4） 907 

定 期 性 貯 金 35,913（ 65.8） 36,870（ 67.5） △957 

そ の 他 の 貯 金 5（  0.0） 6（  0.0） △1 

計 54,572（100.0） 54,623（100.0） △51 

譲 渡 性 貯 金 -（  -  ） -（  -  ） - 

合    計 54,572（100.0） 54,623（100.0） △51 

（注）１．流動性貯金＝当座貯金＋普通貯金＋貯蓄貯金＋通知貯金＋別段貯金 

   ２．定期性貯金＝定期貯金＋定期積金 

    ３．（ ）内は構成比です。 

 

② 定期貯金残高  

 （単位：百万円，％） 

種    類 令和５年度 令和４年度 増 減 

 定期貯金 34,101（99.0） 35,740（98.8） △1,639 

  うち固定金利定期 34,100（99.9） 35,740（99.9） △1,639 

 うち変動金利定期 0（ 0.0） 0（ 0.0） 0 

（注）１．固定金利定期：預入時に満期日までの利率が確定する定期貯金 

    ２．変動金利定期：預入期間中の市場金利の変化に応じて金利が変動する定期貯金 

   ３．（ ）内は構成比です。 
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（２）貸出金等に関する指標 

① 科目別貸出金平均残高   

（単位：百万円） 

種   類 令和５年度 令和４年度 増  減 

 手形貸付 24 24 0 

 証書貸付 6,039 6,281 △241 

 当座貸越 336 346 △10 

 割引手形 - - - 

合   計 6,400 6,653 △252 

 

② 貸出金の金利条件別内訳残高   

 （単位：百万円，％） 

種   類 令和５年度 令和４年度 増  減 

 固定金利貸出 823（ 13.7） 949（ 14.5） △126 

 変動金利貸出 4,823（ 80.5） 5,124（ 78.5） △300 

その他 341（  5.7） 451（  6.9） △110 

合   計 5,988（100.0） 6,525（100.0） △537 

（注）（ ）内は構成比です。 

 

③ 貸出金の担保別内訳残高 

 （単位：百万円） 

種   類 令和５年度 令和４年度 増  減 

 貯金・定期積金等 138 279 △140 

 有価証券 11 8 2 

 動産 - - - 

 不動産 1,516 1,897 △381 

 その他担保物 - - - 

小   計 1,666 2,185 △519 

農業信用基金協会保証 2,697 2,648 49 

 その他保証 1,496 1,471 24 

小   計 4,193 4,119 73 

 信用 129 220 △91 

合   計 5,988 6,525 △537 

 

④ 債務保証見返額の担保別内訳残高 

    該当する取引はありません。 
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 ⑤ 貸出金の使途別内訳残高  

（単位：百万円，％） 

種   類 令和５年度 令和４年度 増  減 

 設備資金 5,088（ 84.9） 5,500（ 84.2） △411 

 運転資金 898（ 14.8） 1,025（ 15.6） △123 

合   計 5,988（100.00） 6,525（100.00） △537 

（注）（ ）内は構成比です。 

 

 ⑥ 貸出金の業種別残高  

（単位：百万円、％） 

種   類 令和５年度 令和４年度 増  減 

農業 1（  0.0） 2（  0.0） 0 

林業 -（  -  ） -（  -  ） - 

水産業 -（  -  ） -（  -  ） - 

製造業 209（  3.5） 229（  3.5） △19 

鉱業 -（  -  ） -（  -  ） - 

建設・不動産業 316（  5.2） 309（  4.6） 7 

電気・ガス・熱供給・水道業 34（  0.5） 37（  0.5） △3 

運輸・通信業 88（  1.4） 90（  1.3） △2 

金融・保険業 3（  0.0） 75（  1.1） △72 

卸売・小売・ｻｰﾋﾞｽ業・飲食業 266（ 4.4） 272（ 4.1） △4 

地方公共団体 129（  2.1） 150（  2.3） △21 

非営利法人 -（  -  ） -（  -  ） - 

その他 4,936（ 82.3） 5,356（ 82.0） △419 

合   計 5,988（100.0） 6,525（100.0） △537 

（注）（ ）内は構成比（貸出金全体に対する割合）です。 
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 ⑦ 主要な農業関係の貸出金残高 

１）営農類型別   

（単位：百万円） 

種  類 令和５年度 令和４年度 増  減 

農業 1 2 △1 

穀作 1 2 △1 

野菜・園芸 - - - 

果樹・樹園農業 - - - 

工芸作物 - - - 

養豚・肉牛・酪農 - - - 

養鶏・養卵 - - - 

養蚕 - - - 

 その他の農業 - - - 

農業関連団体等 - - - 

合 計 1 2 △1 

（注）１. 農業関係の貸出金とは、農業者、農業法人および農業関連団体等に対する農業 

生産・農業経営に必要な資金や、農産物の生産・加工・流通に関係する事業に 

必要な資金等が該当します。 

なお、上記⑥の貸出金の業種別残高の「農業」は、農業者や農業法人等に対す 

る貸出金の残高です。 

２. 「その他農業」には、複合経営で主たる業種が明確に位置づけられない者、農 

業サービス業、農業所得が従となる農業者が含まれています。 

３. 「農業関連団体等」には、ＪＡや全農（経済連）とその子会社等が含まれてい 

ます。 

    

２）資金種類別 

[貸出金] 

（単位：百万円） 

種  類 令和５年度 令和４年度 増  減 

プロパー資金 1 2 △1 

農業制度資金 - - - 

農業近代化資金 - - - 

合 計 1 2 △1 

（注）１. プロパー資金とは、当組合原資の資金を融資しているもののうち、制度資金以外のも

のをいいます。 

２. 農業制度資金には、①地方公共団体が直接的または間接的に融資するもの、②地方公

共団体が利子補給等を行うことで、ＪＡが低利で融資するもの、③日本政策金融公庫

が直接融資するものがあり、ここでは①の転貸資金と②を対象としています。 

３. その他制度資金には、農業経営改善促進資金（スーパーＳ資金）や農業経営負担軽減

支援資金などが該当します。 
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[受託貸付金] 

（単位：百万円） 

種  類 令和５年度 令和４年度 増  減 

日本政策金融公庫資金 - - - 

合 計 - - - 

（注） 日本政策金融公庫資金は、農業（旧農林漁業金融公庫）にかかる資金をいいます。 

 

⑧ 農協法に基づく開示債権の状況及び金融再生法開示債権区分に基づく債権の

保全状況  

（単位：百万円） 

債 権 区 分 債権額 
保全額 

担保 保証 引当 合計 

破産更生債権及び

これらに準ずる債

権 

５年度 83 22 - 60 83 

４年度 91 27 - 63 91 

危 険 債 権 
５年度 28 9 18 - 28 

４年度 82 48 19 10 78 

要 管 理 債 権 
５年度 - - - - - 

４年度 - - - - - 

 三 月 以 上 

延 滞 債 権 

５年度 - - - - - 

４年度 - - - - - 

貸 出 条 件 

緩 和 債 権 

５年度 - - - - - 

４年度 - - - - - 

小 計 
５年度 112 32 18 60 112 

４年度 173 76 19 73 169 

正 常 債 権 
５年度 5,882     

４年度 6,357     

合 計 
５年度 5,994     

４年度 6,531     

(注)１．破産更生債権及びこれらに準ずる債権 

破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥ってい

る債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権をいいます。 

２．危険債権 

債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従

った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権をいいます。 

３．要管理債権 

４．「三月以上延滞債権」に該当する貸出金と５．「貸出条件緩和債権」に該当する貸出

金の合計額をいいます。 

４．三月以上延滞債権 

元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金で、破産更生債

権及びこれらに準ずる債権及び危険債権に該当しないものをいいます。 
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５．貸出条件緩和債権 

債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本

の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で、破産更生債権

及びこれらに準ずる債権、危険債権及び三月以上延滞債権に該当しないものをいいます。 

  ６．正常債権 

    債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がないものとして、上記に掲げる債権以外のも

のに区分される債権をいいます。 

 

 ⑨ 元本補てん契約のある信託に係る農協法に基づく開示債権の状況 

該当する取引はありません。 

 

⑩ 貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額   

   （単位：百万円） 

区 分 

令和５年度 令和４年度 

期首残高 期中増加額 
期中減少額 

期末残高 期首残高 期中増加額 
期中減少額 

期末残高 
目的使用 その他 目的使用 その他 

一般貸倒引当金 33 27 - 33 27 32 33 - 32 33 

個別貸倒引当金 73 60 - 73 60 65 73 - 65 73 

合  計 106 88 - 106 88 98 106 - 98 106 

 

⑪ 貸出金償却の額   

該当する取引はありません。 

 

（３）内国為替取扱実績   

 （単位：千件、百万円） 

種  類 
令和５年度 令和４年度 

仕   向 被 仕 向 仕   向 被 仕 向 

送金・振込為替 
件 数 2 65 2 66 

金 額 6,857 15,703 5,763 13,798 

代金取立為替  
件 数 - - - - 

 金 額 - - - - 

雑 為 替 
件 数 0 0 0 0 

金 額 29 968 12 1,765 

合 計 
件 数 2 65 2 66 

金 額 6,887 16,672 5,775 15,564 
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（４）有価証券に関する指標 

 ① 種類別有価証券平均残高   
（単位：百万円） 

種  類 令和５年度 令和４年度 増  減 

国   債 201 - 201 

地 方 債 - - - 

政府保証債 - - - 

金 融 債 - - - 

短 期 社 債 - - - 

社   債 - - - 

株   式 - - - 

その他の証券 - - - 

合  計 201 - 201 

（注）貸付有価証券は有価証券の種類ごとに区分して記載しています。 

 

 ② 商品有価証券種類別平均残高   

該当する取引はありません。 

 

 ③ 有価証券残存期間別残高  
（単位：百万円） 

種  類 1年以下 1年超3年以下 
3年超 
5年以下 

5年超 
7年以下 

7年超 
10年以下 

10年超 
期間の定めのな

いもの 
合 計 

令和５年度 

 国       債 - - - - - 400 - 400 

 地  方  債 - - - - - - - - 

 政 府 保 証 債 - - - - - - - - 

 金  融  債 - - - - - - - - 

 短 期 社 債 - - - - - - - - 

 社    債 - - - - - - - - 

 株       式 - - - - - - - - 

 その他の証券 - - - - - - - - 

令和４年度  

 国   債 - - - - - - - - 

 地 方 債 - - - - - - - - 

 政府保証債 - - - - - - - - 

 金 融 債 - - - - - - - - 

 短 期 社 債 - - - - - - - - 

 社   債 - - - - - - - - 

 株      式 - - - - - - - - 

 その他の証券 - - - - - - - - 
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（５）有価証券等の時価情報等 

 ① 有価証券の時価情報 

  ［売買目的有価証券］ 

   該当する取引はありません。 

 

  ［満期保有目的の債券］ 

   該当する取引はありません。 

 

  ［その他有価証券］   

 （単位：百万円） 

 

種 類 

令和５年度 令和４年度 

取 得 原 価  

又は償却原価 
貸借対照表計上額 差 額 

取 得 原 価 

又は償却原価 
貸借対照表計上額 差 額 

貸借対照表

計上額が取

得原価又は

償却原価を

超えるもの 

株式 - - - - - - 

債券 295 298 2 - - - 

国債 295 298 2 - - - 

地方債 - - - - - - 

短期社債 - - - - - - 

社債 - - - - - - 

その他の証券 - - - - - - 

小計 295 298 2 - - - 

貸借対照表

計上額が取

得原価又は

償却原価を

超えないも

の 

株式 - - - - - - 

債券 93 92 △1 - - - 

国債 93 92 △1 - - - 

地方債 - - - - - - 

短期社債 - - - - - - 

社債 - - - - - - 

その他の証券 - - - - - - 

小計 93 92 △1 - - - 

合 計  388 390 1 - - - 

 

 ② 金銭の信託の時価情報 

   該当する取引はありません。   

 

 ③ デリバティブ取引、金融等デリバティブ取引、有価証券関連店頭デリバティ

ブ取引   

   該当する取引はありません。 
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（６）預かり資産の状況 

①投資信託残高（ファンドラップ含む） 

                          （単位：百万円） 

 令和５年度 令和４年度 

投資信託残高 
（ファンドラップ含む） 

 37  19 

（注）投資信託残高（ファンドラップ含む）は「約定日基準」に基づく算出です。 

 

②残高有り投資信託口座数 

                           （単位：口座） 

 令和５年度 令和４年度 

残高有り投資信託 

口座数 
         71          43 

 

２．共済事業 

（１）長期共済保有高 

（単位：件、百万円） 

種  類 
令和５年度 令和４年度 

件数 金額 件数 金額 

生

命

系 

 終身共済 3,905 23,937 3,782 24,179 

 定期生命共済 64 461 62 440 

 養老生命共済 871 2,423 1,170 3,628 

 うちこども共済 577 1,103 581 1,112 

医療共済 1,453 960 1,470 996 

 がん共済 706 44 706 46 

定期医療共済 78 73 85 83 

 介護共済 596 1,272 551 1,042 

認知症共済 26  22  

 生活障害共済 84  84  

特定重度疾病共済 152  142  

年金共済 2,106 - 2,145 10 

 建物更生共済 2,399 32,275 2,520 33,314 

合  計 12,440 61,448 12,739 63,739 

（注）「種類」欄は主たる共済種類ごとに記載し、金額は当該共済種類ごとに保障金額(生命系共 

済は死亡保障の金額(付加された定期特約金額等を含む)を記載しています。 
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（２）医療系共済の共済金額保有高   

（単位：件、百万円） 

種  類 
令和５年度 令和４年度 

件数 金額 件数 金額 

医療共済 1,453 87 1,470 78 

がん共済 706 3 706 3 

定期医療共済 78 0 85 0 

合  計 2,237 87 2,261 78 

(注) 「種類」欄は主たる共済種類ごとに記載し、金額は当該共済種類ごとに共済金額を記載して 

います。なお、同一の共済種類に主たる共済金額が複数ある場合は、新たに欄を追加して記 

載するとともに、共済種類ごとの合計欄を記載しています。  

 

（３）介護系その他の共済の共済金額保有高   

 （単位：件、百万円） 

種  類 
令和５年度 令和４年度 

件数 金額 件数 金額 

介護共済 596 1,535 551 1,274 

認知症共済 26 53 22 49 

生活障害共済（一時金型） 52 335 52 340 

生活障害共済（定期年金型） 32 29 32 30 

特定重度疾病共済 152 152 142 133 

（注）「種類」欄は主たる共済種類ごとに記載し、金額は当該共済種類ごとに共済金額を記載して 

います。 

 

（４）年金共済の年金保有高   

 （単位：件、百万円） 

種  類 
令和５年度 令和４年度 

件数 金額 件数 金額 

年金開始前 1,368 837 1,389 838 

年金開始後 738 373 756 389 

合  計 2,106 1,211 2,145 1,227 

（注）金額は、年金年額を記載しています。 
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（５）短期共済新契約高 

                        （単位：件、百万円） 

種 類 
令和５年度 令和４年度 

件数 金額 掛金 件数 金額 掛金 

 火災共済 493 6,699 4 502 6,658 4 

 自動車共済 1,624  79 1,583  74 

 傷害共済 2,099 4,549 2 2,164 4,628 2 

 団体定期生命共済 - - - - - - 

定額定期生命共済 2 6 0 2 6 0 

 賠償責任共済 29  0 32  0 

 自賠責共済 443  7 458  8 

合  計 4,690  93 4,741  89 

（注）「種類」欄は主たる共済種類ごとに記載し、金額は当該共済種類ごとに保障金額（死亡保障又は

火災保障を伴わない共済の金額欄は斜線。）を記載しています。 
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３．農業・生活その他事業取扱実績 

（１）購買事業取扱実績 

①買取購買品 
（単位：百万円） 

種 類 
令和５年度 令和４年度 

供給高 供給高 

生
産
資
材 

肥  料 1 3 

農  薬 0 1 

飼  料 0 0 

農業機械 4 5 

自動車（除く二輪） - - 

燃  料 - - 

その他 1 1 

計 8 12 

生
活
物
資 

食
品 

米 0 0 

生鮮食品 - - 

一般食品 - - 

衣料品 - - 

耐久消費財 - - 

日用保健雑貨 20 23 

家庭燃料 - - 

そ の 他 0 0 

 計 20 24 

合  計 29 36 

（注）供給高は総額で記載しており、損益計算書における金額とは一致しません。 
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（２）販売事業取扱実績   

①受託販売品 

（単位：百万円） 

種 類 
令和５年度 令和４年度 

取扱高 取扱高 

米 - - 

麦 - - 

豆・雑穀 - - 

野  菜 5 6 

果  実 - - 

花き・花木 - - 

畜  産  物 - - 

林 産 物 - - 

そ の 他 - - 

合  計 5 6 

（注）当期取扱高は総額で記載しており、損益計算書においては純額で販売手数料として表示 

しています。 

 

②買取販売品 

（単位：百万円） 

種 類 
令和５年度 令和４年度 

取扱高 取扱高 

米 5 4 

ＪＡ間連携 1 1 

その他 0 0 

合  計 7 7 

（注）当期取扱高は総額で記載しており、損益計算書における金額とは一致しません。 
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（３）指導事業取扱実績  

 （単位：百万円） 

項  目 令和５年度 令和４年度 

収

入 

市民農園利用料 0 0 

実 費 収 入 0 0 

農作業受託収入 3 4 

計 4 5 

支

出 

営 農 指 導 費 0 0 

農 地 水 利 費 0 0 

市民農園活動費 0 0 

組 織 活 動 費 3 3 

教 育 情 報 費 0 0 

農作業受託費 2 2 

計 7 7 
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Ⅳ 経営諸指標 

１．利益率   

（単位：％） 

項   目 令和５年度 令和４年度 増  減 

 総資産経常利益率 0.33 0.27 0.06 

 資本経常利益率 4.01 3.32 0.69 

 総資産当期純利益率 0.25 0.18 0.07 

 資本当期純利益率 3.06 2.17 0.88 

（注）１．総資産経常利益率＝経常利益／総資産（債務保証見返を除く）平均残高×100 

   ２．資本経常利益率＝経常利益／純資産勘定平均残高×100 

   ３．総資産当期純利益率 

＝当期剰余金（税引後）／総資産（債務保証見返を除く）平均残高×100 

   ４．資本当期純利益率＝当期剰余金（税引後）／純資産勘定平均残高×100 

 

 

２．貯貸率・貯証率   

（単位：％） 

区   分 令和５年度 令和４年度 増  減 

貯貸率 
 期  末 11.26 12.08 △0.81 

 期中平均 11.72 12.17 △0.45 

貯証率 
 期  末 0.73 - 0.73 

 期中平均 0.36 - 0.36 

（注）１．貯貸率（期  末）＝貸出金残高／貯金残高×100 

      ２．貯貸率（期中平均）＝貸出金平均残高／貯金平均残高×100 

      ３．貯証率（期  末）＝有価証券残高／貯金残高×100 

      ４．貯証率（期中平均）＝有価証券平均残高／貯金平均残高×100 
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Ⅴ 自己資本の充実の状況   

１．自己資本の構成に関する事項 

  （単位：百万円、％） 

項         目 令和５年度 令和４年度 

コア資本に係る基礎項目 

普通出資又は非累積的永久優先出資に係る組合員資本の額 5,217 5,069 

 うち、出資金及び資本準備金の額 101 103 

うち、再評価積立金の額 - - 

うち、利益剰余金の額 5,121 4,971 

うち、外部流出予定額（△） 5 5 

うち、上記以外に該当するものの額 △0 △0 

コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額 27 33 

 うち、一般貸倒引当金コア資本算入額 27 33 

うち、適格引当金コア資本算入額 - - 

適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 - - 

公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達手段の額のう

ち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 

- - 

土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の四十五パーセントに相当する額のう

ち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 

- - 

コア資本に係る基礎項目の額 （イ） 5,245 5,102 

コア資本に係る調整項目 

無形固定資産（ モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）の額の合

計額 

0 0 

 うち、のれんに係るものの額 - - 

うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額 0 0 

繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額 - - 

適格引当金不足額 - - 

証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額 - - 

負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額 - - 

前払年金費用の額 - - 

自己保有普通出資等（ 純資産の部に計上されるものを除く。）の額 - - 

意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額 - - 

少数出資金融機関等の対象普通出資等の額 - - 

特定項目に係る十パーセント基準超過額 - - 

 うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額 - - 

うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するもの

の額 

- - 

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 - - 
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項         目 令和５年度 令和４年度 

特定項目に係る十五パーセント基準超過額 - - 

 うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額 - - 

うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するもの

の額 

- - 

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 - - 

コア資本に係る調整項目の額 （ロ） 0 0 

自己資本 

自己資本の額 （（イ）－（ロ）） （ハ） 5,245 5,102 

リスク・アセット等 

信用リスク・アセットの額の合計額 19,842 20,045 

 うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額 - - 

 うち、他の金融機関等向けエクスポージャー - - 

うち、土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額に係るものの額 - - 

うち、上記以外に該当するものの額 - - 

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を八パーセントで除して得た額 888 908 

信用リスク・アセット調整額 - - 

オペレーショナル・リスク相当額調整額 - - 

リスク・アセット等の額の合計額 （ニ） 20,730 20,953 

自己資本比率 

自己資本比率 （（ハ）／（ニ）） 25.30％ 24.35％ 

(注)１．「農業協同組合等がその経営の健全性を判断するための基準」（平成 18 年金融庁・農

水省告示第２号）に基づき算出しています。 

  ２．当ＪＡは、信用リスク・アセット額の算出にあっては標準的手法、適格金融資産担保

の適用については信用リスク削減手法の簡便法を、オペレーショナル・リスク相当額の

算出にあたっては基礎的手法を採用しています。 

３．当ＪＡが有するすべての自己資本とリスクを対比して、自己資本比率を計算していま

す。 
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２．自己資本の充実度に関する事項 

① 信用リスクに対する所要自己資本の額及び区分ごとの内訳 

（単位：百万円） 

 令和５年度 令和４年度 

信用リスク・アセット エクスポー

ジャーの期

末残高 

リスク・ア

セット額 

a 

所要自己

資本額 

b ＝ a ×

４％ 

エクスポー

ジャーの期

末残高 

リスク・ア

セット額 

a 

所要自己

資本額 

b ＝ a ×

４％ 

  現金 87 - - 81 - - 

我が国の中央政府及び

中央銀行向け 
389 - - - - - 

外国の中央政府及び中

央銀行向け 
- - - - - - 

国際決済銀行等向け - - - - - - 

我が国の地方公共団体

向け 
129 - - 150 - - 

外国の中央政府等以外

の公共部門向け 
- - - - - - 

国際開発銀行向け - - - - - - 

地方公共団体金融機構

向け 
- - - - - - 

我が国の政府関係機関

向け 
- - - - - - 

地方三公社向け - - - - - - 

金融機関及び第一種金

融商品取引業者向け 
49,001 9,800 392 49,611 9,922 396 

法人等向け 386 377 15 444 432 17 

中小企業等向け及び個

人向け 
269 58 2 282 57 2 

抵当権付住宅ローン 1,004 344 13 1,112 381 15 

不動産取得等事業向け - - - - - - 

三月以上延滞等 87 41 1 94 29 1 

取立未済手形 24 4 0 3 0 0 

信用保証協会等保証付 2,765 274 10 2,721 270 10 

株式会社地域経済活性

化支援機構等による保

証付 

- - - - - - 

共済約款貸付 - - - 0 - - 

出資等 44 44 1 46 46 1 

 （うち出資等のエ

クスポージャー） 
44 44 1 46 46 1 

（うち重要な出資

のエクスポージャ

ー） 

- - - - - - 

上記以外 4,626 8,895 355 4,993 8,903 356 

 （うち他の金融機

関等の対象資本等
- - - - - - 
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調達手段のうち対

象普通出資等及び

その他外部ＴＬＡ

Ｃ関連調達手段に

該当するもの以外

のものに係るエク

スポージャー） 

（うち農林中央金

庫又は農業協同組

合連合会の対象資

本調達手段に係る

エクスポージャ

ー） 

2,877 7,193 287 2,877 7,193 287 

（うち特定項目の

うち調整項目に算

入されない部分に

係るエクスポージ

ャー） 

16 41 1 16 42 1 

（うち総株主等の

議決権の百分の十

を超える議決権を

保有している他の

金融機関等に係る

その他外部ＴＬＡ

Ｃ関連調達手段に

関するエクスポー

ジャー） 

- - - - - - 

（うち総株主等の

議決権の百分の十

を超える議決権を

保有していない他

の金融機関等に係

るその他外部ＴＬ

ＡＣ関連調達手段

に係る５％基準額

を上回る部分に係

るエクスポージャ

ー） 

- - - - - - 

（うち上記以外の

エクスポージャ

ー） 

1,732 1,661 66 2,098 1,667 66 

証券化 - - - - - - 

 （うちＳＴＣ要件

適用分） 
- - - - - - 

（うち非ＳＴＣ適

用分） 
- - - - - - 

再証券化 - - - - - - 

リスク・ウェイトのみ

なし計算が適用される

エクスポージャー 

- - - - - - 

 （うちルックスル

ー方式） 
- - - - - - 

（うちマンデート

方式） 

- - - - - - 

（うち蓋然性方式

250％） 
- - - - - - 
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（うち蓋然性方式

400％） 
- - - - - - 

（うちフォールバ

ック方式） 
- - - - - - 

経過措置によりリス

ク・アセットの額に算

入されるものの額 

- - - - - - 

他の金融機関等の対象

資本調達手段に係るエ

クスポージャーに係る

経過措置によりリス

ク・アセットの額に算

入されなかったものの

額（△） 

- - - - - - 

 標準的手法を適用するエ

クスポージャー別計 
58,818 19,842 793 59,543 20,045 810 

 ＣＶＡリスク相当額÷

８％ 
- - - - - - 

 中央清算機関関連エクス

ポージャー 
- - - - - - 

 合計（信用リスク・アセ

ットの額） 
58,818 19,842 793 59,543 20,045 801 

オペレーショナル・リス
クに対する所要自己資本
の額 
＜基礎的手法＞ 

オペレーショナル・リス

ク相当額を８％で除して

得た額 

所要自己

資本額 

 

オペレーショナル・リスク

相当額を８％で除して得た

額 

所要自己

資本額 

 

ａ ｂ＝ａ×

４％ 

ａ ｂ＝ａ×

４％ 

888 35 908 36 

所要自己資本額計 リスク･アセット等(分母)

計 

所要自己

資本額 

リスク･アセット等(分母)

計 

所要自己

資本額 

A ｂ＝a×

４％ 

a ｂ＝a×

４％ 

20,730 829 20,953 838 

（注）１．「リスク・アセット額」の欄には、信用リスク削減効果適用後のリスク・アセット額

を原エクスポージャーの種類ごとに記載しています。 

２．「エクスポージャー」とは、リスクにさらされている資産（オフ・バランスを含む）

のことをいい、具体的には貸出金や有価証券等が該当します。 

３．「三月以上延滞等」とは，元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３カ月以上延

滞している債務者に係るエクスポージャー及び「金融機関向けおよび第一種金融商品取

引業者向け」、「法人等向け」等においてリスク・ウエイトが 150％になったエクスポ

ージャーのことです。 

４．「出資等」とは、出資等エクスポージャー、重要な出資のエクスポージャーが該当し

ます。 

５．「証券化（証券化エクスポージャー）」とは、原資産にかかる信用リスクを優先劣後

構造のある二以上のエクスポージャーに階層化し、その一部または全部を第三者に移転

する性質を有する取引にかかるエクスポージャーのことです。 

６．「経過措置によりリスク・アセットの額に算入されるもの」とは、土地再評価差額金

に係る経過措置によるリスク・アセットの額および調整項目にかかる経過措置によりな

お従前の例によるものとしてリスク・アセットの額に算入したものが該当します。 

７．「上記以外」には、未決済取引・その他の資産（固定資産等）・間接清算参加者向

け・信用リスク削減手法として用いる保証またはクレジットデリバティブの免責額 
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８．ＪＡでは、オペレーショナル・リスク相当額の算出にあたって、基礎的手法を採用し

ています。 

 

＜オペレーショナル・リスク相当額を８％で除して得た額の算出方法（基礎的手法）＞ 

        粗利益（直近 3年間のうち正の値の合計額）×15％ 

        直近 3年間のうち粗利益が正の値であった年数 ÷８％ 
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３．信用リスクに関する事項  

① 信用リスクに関するエクスポージャー(地域別,業種別,残存期間別)及び三月以

上延滞エクスポージャーの期末残高                    

（単位：百万円） 

 令和５年度 令和４年度 

  三月

以上

延滞

エク

スポ

ージ

ャー 

                                     三月

以上

延滞

エク

スポ

ージ

ャー 

信用リス

クに関す

るエクス

ポージャ

ーの残高 

うち貸出

金等 
うち債券 

信用リス

クに関す

るエクス

ポージャ

ーの残高 

うち貸出

金等 

うち債

券 

 

法

人 

農業 - - - - - - - - 

 林業 - - - - - - - - 

 水産業 - - - - - - - - 

 製造業 6 6 - - 8 8 - - 

 鉱業 - - - - - - - - 

 建設・不動産

業 
366 366 - - 469 469 - - 

 電気・ガス・

熱供給・水道

業 

- - - - - - - - 

 運輸・通信業 - - - - - - - - 

 金融・保険業 51,903 - - - 52,493 70 - - 

 卸売・小売・

飲食・サービ

ス業 

104 60 - 0 104 57 - 0 

 日本国政府・

地方公共団体 
519 129 389 - 150 150 - - 

 上記以外 11 11 - - 24 24 - - 

 個人 5,417 5,417 - 87 5,749 5,749 - 94 

 その他 488 - - - 544 - - - 

業種別残高計 58,818 5,992 389 87 59,543 6,529 - 94 

 1 年以下 49,277 275 -  49,651 339 -  

 1 年超 3 年以下 187 187 -  466 166 -  

 3 年超 5 年以下 280 280 -  313 313 -  

 5 年超 7 年以下 301 301 -  380 380 -  

 7 年超 10 年以下 512 512 -  532 532 -  

 10 年超 4,629 4,239 389  4,489 4,489 -  

 期限の定めのないも

の 
3,630 196 -  3,709 307 -  

残存期間別残高計 58,818 5,992 389  59,543 6,529 -  

（注）１．信用リスクに関するエクスポージャーの残高には、資産（自己資本控除となるも

の、リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーに該当するもの、
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証券化エクスポージャーに該当するものを除く）並びにオフ・バランス取引及び派

生商品取引の与信相当額を含みます。 

２．「貸出金等」とは、貸出金のほか、コミットメント及びその他のデリバティブ以外の

オフ・バランスシート・エクスポージャーを含んでいます。「コミットメント」とは、

契約した期間および融資枠の範囲でお客様のご請求に基づき、金融機関が融資を実行

する契約のことをいいます。「貸出金等」にはコミットメントの融資可能残額も含め

ています。 

３．「店頭デリバティブ」とは、スワップ等の金融派生商品のうち相対で行われる取引の

ものをいいます。 

４．「三月以上延滞エクスポージャー」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日か

ら３カ月以上延滞しているエクスポージャーをいいます。 

５．「その他」には、ファンドのうち個々の資産の把握が困難な資産や固定資産等が該当

します。 

６. 当ＪＡでは国内の限定されたエリアで事業活動を行っているため、地域別の区分は

省略しております。 
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② 貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額、業種別の個別貸倒引当金の期末残

高・期中増減額及び貸出金償却の額 

                    （単位：百万円） 

区 分 

令和５年度 令和４年度 

期首残高 期中増加額 
期中減少額 

期末残高 
貸出金 

償却 
期首残高 期中増加額 

期中減少額 
期末残高 

貸出金 

償却 目的使用 その他 目的使用 その他 

一般貸倒引当金 33 27 - 33 27  32 33 - 32 33  

個別貸倒引当金 73 60 - 73 60  65 73 - 65 73  

 

法 

 

 

 

 

人 

農業 - - - - - - - - - - - - 

林業 - - - - - - - - - - - - 

水産業 - - - - - - - - - - - - 

製造業 - - - - - - - - - - - - 

鉱業 - - - - - - - - - - - - 

建設・不動産業 - - - - - - - - - - - - 

電気・ガス・熱

供給・水道業 
- - - - - - - - - - - - 

運輸・通信業 - - - - - - - - - - - - 

金融・保険業 - - - - - - - - - - - - 

卸売・小売・飲

食・サービス業 
- - - - - - - - - - - - 

その他 - - - - - - - - - - - - 

個 人 73 60 - 73 60 - 65 73 - 65 73 - 

 業 種 別 計 73 60 - 73 60 - 65 73 - 65 73 - 

（注）当ＪＡでは国内の限定されたエリアで事業活動を行っているため、地域別の区分は省略し

ております。  
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③ 信用リスク削減効果勘案後の残高及びリスク・ウエイト 1250％を適用する残高 

（単位：百万円） 

 令和５年度 令和４年度 

格付 

あり 

格付 

なし 
計 

格付 格付 
計 

あり なし 

信
用
リ
ス
ク
削
減
効
果
勘
案
後
残
高 

リスク･ウエイト０％ - 793 793 - 555 555 

リスク･ウエイト２％ - - - - - - 

リスク･ウエイト４％ - - - - - - 

リスク･ウエイト 10％ - 2,746 2,746 - 2,708 2,708 

リスク･ウエイト 20％ - 49,184 49,184 - 49,772 49,772 

リスク･ウエイト 35％ - 992 992 - 1,099 1,099 

リスク･ウエイト 50％ - 54 54 - 529 529 

リスク･ウエイト 75％ - 38 38 - 30 30 

リスク･ウエイト 100％ - 2,096 2,096 - 1,953 1,953 

リスク･ウエイト 150％ - 17 17 - 0 0 

リスク･ウエイト 250％ - 2,893 2,893 - 2,894 2,894 

その他 - - - - - - 

リスク･ウエイト 1250％ - - - - - - 

計  58,818 58,818 - 59,543 59,543 

（注）１．信用リスクに関するエクスポージャーの残高には、資産（自己資本控除となるもの、

リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーに該当するもの、証券

化エクスポージャーに該当するものを除く）並びにオフ･バランス取引及び派生商品

取引の与信相当額を含みます。 

２．｢格付あり｣には原エクスポージャーのリスク・ウエイト判定において格付を使用し

ているもの、｢格付なし｣には原エクスポージャーのリスク・ウエイト判定において

格付を使用していないものを表示しています。なお、格付は適格格付機関による依

頼格付のみ使用しています。 

３．経過措置によってリスク・ウエイトを変更したエクスポージャーについては、経過

措置適用後のリスク・ウエイトによって集計しています。また、経過措置によって

リスク・アセットを算入したものについても集計の対象としています。 

４．1250％には、非同時決済取引に係るもの、信用リスク削減手法として用いる保証又

はクレジット・デリバティブの免責額に係るもの、重要な出資に係るエクスポージ

ャーなどリスク・ウエイト 1250％を適用したエクスポージャーがあります。 
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４．信用リスク削減手法に関する事項   

① 信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び手続の概要 

 

「信用リスク削減手法」とは、自己資本比率算出における信用リスク・アセット額の算

出において、エクスポージャーに対して一定の要件を満たす担保や保証等が設定されてい

る場合に、エクスポージャーのリスク・ウエイトに代えて、担保や保証人に対するリス

ク・ウエイトを適用するなど信用リスク・アセット額を軽減する方法です。 

当ＪＡでは、信用リスク削減手法を「自己資本比率算出要領」にて定めています。 

信用リスク削減手法として、「適格金融資産担保」、「保証」、「貸出金と自組合貯金

の相殺」を適用しています。 

 

適格金融資産担保付取引とは、エクスポージャーの信用リスクの全部または一部が、取

引相手または取引相手のために第三者が提供する適格金融資産担保によって削減されてい

る取引をいいます。当ＪＡでは、適格金融資産担保取引について信用リスク削減手法の簡

便手法を用いています。 

 

保証については、被保証債権の債務者よりも低いリスク・ウエイトが適用される中央政

府等、我が国の地方公共団体、地方公共団体金融機構、我が国の政府関係機関、外国の中

央政府以外の公共部門、国際開発銀行、及び金融機関または第一種金融商品取引業者、こ

れら以外の主体で長期格付を付与しているものを適格保証人とし、エクスポージャーのう

ち適格保証人に保証された被保証部分について、被保証債権のリスク・ウエイトに代え

て、保証人のリスク･ウエイトを適用しています。 

ただし、証券化エクスポージャーについては，これら以外の主体で保証提供時に長期格

付が A-または A3 以上、算定基準日に長期格付が BBB-または Baa3 以上の格付を付与して

いるものを適格保証人とし、エクスポージャーのうち適格保証人に保証された被保証部分

について、被保証債権のリスク・ウエイトに代えて、保証人のリスク･ウエイトを適用し

ています。 

 

貸出金と自組合貯金の相殺については，①取引相手の債務超過、破産手続開始の決定そ

の他これらに類する事由にかかわらず、貸出金と自組合貯金の相殺が法的に有効であるこ

とを示す十分な根拠を有していること、②同一の取引相手との間で相殺契約下にある貸出

金と自組合貯金をいずれの時点においても特定することができること、③自組合貯金が継

続されないリスクが監視及び管理されていること、④貸出金と自組合貯金の相殺後の額

が、監視および管理されていること、の条件をすべて満たす場合に、相殺契約下にある貸

出金と自組合貯金の相殺後の額を信用リスク削減手法適用後のエクスポージャー額として

います。 

担保に関する評価及び管理方針は、一定のルールのもと定期的に担保確認及び評価の見

直しを行っています。なお、主要な担保の種類は自組合貯金です。 
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② 信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャーの額 

    （単位：百万円） 

 

区 分 

令和５年度 令和４年度 

適格金融 

資産担保 
保証 

クレジッ

ト・デリバ

ティブ 

適格金融 

資産担保 
保証 

クレジッ

ト・デリバ

ティブ 

地方公共団体金融機構

向け 
- - - - - - 

我が国の政府関係機関

向け 
- - - - - - 

地方三公社向け - - - - - - 

金融機関向け及び第一

種金融商品取引業者向

け 

- - - - - - 

法人等向け 0 - - - - - 

中小企業等向け及び個

人向け 
0 145 - 0 157 - 

抵当権住宅ローン - - - - - - 

不動産取得等事業向け - - - - - - 

三月以上延滞等 - - - - 18 - 

証券化 - - - - - - 

中央清算機関関連 - - - - - - 

上記以外 - 13 - - 455 - 

合  計 0 158 - 0 630 - 

(注)１．「エクスポージャー」とは、リスクにさらされている資産（オフ・バランスを含む）の

ことをいい、主なものとしては貸出金や有価証券等が該当します。 

２．「三月以上延滞等」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３カ月以上延滞

している債務者に係るエクスポージャー及び「金融機関向け及び第一種金融商品取引業者

向け」、「法人等向け」等においてリスク・ウエイトが 150％になったエクスポージャー

のことです。 

３．「証券化」（証券化エクスポージャー）とは、原資産にかかる信用リスクを優先劣後構

造のある二以上のエクスポージャーに階層化し、その一部または全部を第三者に移転する

性質を有する取引にかかるエクスポージャーのことです。 

４．「上記以外」には、現金・外国の中央政府及び中央銀行向け・国際決済銀行等向け・外

国の中央政府等以外の公共部門向け・国際開発銀行向け・取立未済手形・未決済取引・そ

の他の資産（固定資産等）が含まれます。 

５.「クレジット・デリバティブ」とは、第三者の信用リスクを対象に、信用リスクを回避

したい者（プロテクションの買い手）と信用リスクを取得したい者（プロテクションの売

り手）との間で契約を結び、当該第三者に信用事由（延滞・破産など）が発生した場合に

プロテクションの買い手が売り手から契約に基づく一定金額を受領する取引をいいます。 
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５．派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項  

  該当する取引はありません。 

 

６．証券化エクスポージャーに関する事項   

該当する取引はありません。 

 

７．出資その他これに類するエクスポージャーに関する事項   

① 出資その他これに類するエクスポージャーに関するリスク管理の方針及び手続

の概要 

 

 

  

 

「出資その他これに類するエクスポージャー」とは貸借対照表上の有価証券勘定及び外

部出資勘定の株式又は出資として計上されているものであり、当ＪＡにおいては、これら

を①子会社および関連会社株式、②その他有価証券、③系統および系統外出資に区分して

管理しています。 

①子会社および関連会社については、経営上も密接な連携を図ることにより、当ＪＡの

事業のより効率的運営を目的として、株式を保有しています。これらの会社の経営につい

ては毎期の決算書類の分析の他、毎月定期的な連絡会議を行う等適切な業況把握に努めて

います。 

②その他有価証券については中長期的な運用目的で保有するものであり、適切な市場リ

スクの把握およびコントロールに努めています。具体的には、市場動向や経済見通しなど

の投資環境分析及びポートフォリオの状況やＡＬＭなどを考慮し、理事会で運用方針を定

めるとともに経営層で構成するＡＬＭ委員会を定期的に開催して、日常的な情報交換及び

意思決定を行っています。運用部門は理事会で決定した運用方針及びＡＬＭ委員会で決定

された取引方針などに基づき、有価証券の売買やリスクヘッジを行っています。運用部門

が行った取引については企画管理部門が適切な執行を行っているかどうかチェックし定期

的にリスク量の測定を行い経営層に報告しています。 

③系統出資については、会員としての総会等への参画を通じた経営概況の監督に加え、

日常的な協議を通じた連合会等の財務健全化を求めており、系統外出資についても同様の

対応を行っています。 

なお、これらの出資その他これに類するエクスポージャーの評価等については、①子会

社および関連会社については、取得原価を記載し、毀損の状況に応じて外部出資等損失引

当金を、②その他有価証券については時価評価を行った上で、取得原価との評価差額につ

いては、「その他有価証券評価差額金」として純資産の部に計上しています。③系統およ

び系統外出資については、取得原価を記載し、毀損の状況に応じて外部出資等損失引当金

を設定することとしています。また、評価等重要な会計方針の変更等があれば、注記表に

その旨記載することとしています。 
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② 出資その他これに類するエクスポージャーの貸借対照表計上額及び時価 

（単位：百万円） 

 

 

令和５年度 令和４年度 

貸借対照表計上額 時価評価額 貸借対照表計上額 時価評価額 

上 場 - - - - 

非上場 2,921 2,921 2,853 2,853 

合 計 2,921 2,921 2,853 2,853 

（注）「時価評価額」は、時価のあるものは時価、時価のないものは貸借対照表計上額の合計額

です。 

 

③ 出資その他これに類するエクスポージャーの売却及び償却に伴う損益 

該当する取引はありません。 

 

④ 貸借対照表で認識され、損益計算書で認識されない評価損益の額（その他有価

証券の評価損益等） 

該当する取引はありません。 

 

⑤ 貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額（子会社・関連会社株

式の評価損益等） 

該当する取引はありません。 

 

８．リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーに関する事項 

該当する取引はありません。 

 

９．金利リスクに関する事項   

① 金利リスクの算定手法の概要 

 

金利リスクとは、金利変動に伴い損失を被るリスクで、資産と負債の金利又は期間のミス

マッチが存在する中で金利が変動することにより、利益が減少ないし損失を被るリスクをい

います。 

当ＪＡでは、金利リスク量を計算する際は、適切なリスクコントロールに努めています。

具体的な金利リスク管理方針および手続については以下のとおりです。 

 

◇リスク管理の方針および手続の概要 

・リスク管理および計測の対象とする金利リスクの考え方および範囲に関する説明 

当ＪＡでは、金利リスクを重要なリスクの一つとして認識し、適切な管理体制のもとで

他の市場リスクと一体的に管理をしています。金利リスクのうち銀行勘定の金利リスク(I

RRBB)については、個別の管理指標の設定やモニタリング体制の整備などにより厳正な管

理に努めています。 

・リスク管理およびリスクの削減の方針に関する説明 

当ＪＡは、ＡＬＭ委員会のもと、自己資本に対する IRRBBの比率の管理や収支シミュレ

ーションの分析などを行いリスク削減に努めています。 
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・金利リスク計測の頻度 

毎月末を基準日として、月次で IRRBBを計測しています。 

 

◇金利リスクの算定手法の概要 

当ＪＡでは、経済価値ベースの金利リスク量（⊿EVE）については、金利感応ポジショ

ンにかかる基準日時点のイールドカーブに基づき計算されたネット現在価値と、標準的な

金利ショックを与えたイールドカーブに基づき計算されたネット現在価値の差により算出

しており、金利ショックの幅は、上方パラレルシフト、下方パラレルシフト、スティープ

化の３シナリオによる金利ショック（通貨ごとに異なるショック幅）を適用しておりま

す。 

  ・流動性貯金に割り当てられた金利改定の平均満期 

流動性貯金に割り当てられた金利改定の平均満期は１.25年です。 

・流動性貯金に割り当てられた最長の金利改定満期 

  流動性に割り当てられた最長の金利改定満期は 5年です。 

・流動性貯金への満期の割り当て方法(コア貯金モデル等)およびその前提 

流動性貯金への満期の割り当て方法については、金融庁が定める保守的な前提を採用し

ています。 

・固定金利貸出の期限前返済や定期貯金の早期解約に関する前提 

固定金利貸出の期限前返済や定期貯金の早期解約について考慮していません。 

・複数の通貨の集計方法およびその前提 

通貨別に算出した金利リスクの正値を合算しています。通貨間の相関等は考慮していま

せん。 

・スプレッドに関する前提(計算にあたって割引金利やキャッシュ・フローに含めるかどう

か) 

一定の前提を置いたスプレッドを考慮してキャッシュ・フローを展開しています。な

お、当該スプレッドは金利変動ショックの設定上は不変としています。 

・内部モデルの使用等、⊿ＥＶＥおよび⊿ＮＩＩに重大な影響を及ぼすその他の前提 

内部モデルは使用しておりません。 

  ・前事業年度末の開示からの変動に関する説明 

   該当ありません。 

・計測値の解釈や重要性に関するその他の説明 

該当ありません。 

 

◇⊿ＥＶＥおよび⊿ＮＩＩ以外の金利リスクを計測している場合における、当該金利リスク

に関する事項 

・金利ショックに関する説明 

リスク資本配賦管理としてＶａＲで計測する市場リスク量を算定しています。 

・金利リスク計測の前提およびその意味(特に、農協法自己資本開示告示に基づく定量的開

示の対象となる⊿ＥＶＥおよび⊿ＮＩＩと大きく異なる点 

   特段ありません。 
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② 金利リスクに関する事項 

 

（単位：百万円） 

IRRBB１：金利リスク 

項
番 

 ⊿EVE ⊿NII 

令和５年度 令和４年度 令和５年度 令和４年度 

１ 上方パラレルシフト △133 △145 △61 △50 

２ 下方パラレルシフト 25 24 16 6 

３ スティープ化 2 △24   

４ フラット化 △11 11   

５ 短期金利上昇 △64 △54   

６ 短期金利低下 73 39   

７ 最大値 73 39 16 6 
  令和５年度 令和４年度 

８ 自己資本の額 5,245 5,102 
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＜法定開示項目対比掲載ページ＞ 

農協法による開示基準対比での掲載ページ 

№ 開 示  基 準  項 目 掲載ﾍﾟｰｼﾞ 

 Ⅰ．組合単体ベースのディスクロージャー開示項目  

１ 業務の運営の組織 26 

２ 理事及び監事の氏名及び役職名 27 

３ 会計監査人の氏名又は名称 55 

４ 事務所の名称及び所在地 28 

５ 

特定信用事業代理業者に関する事項 

(1) 特定信用事業代理業者の商号、名称又は氏名及び所在地 

(2) 特定信用事業代理業を営む営業所又は事務所の所在地 

28 

６ 主要な業務の内容 15 

７ 事業の概況  3 

８ 

直近５事業年度における業務の状況を示す指標 

(1) 経常収益 

(2) 経常利益又は経常損失 

(3) 当期剰余金又は当期損失金 

(4) 出資金及び出資口数 

(5) 純資産額 

(6) 総資産額 

(7) 貯金等残高 

(8) 貸出金残高 

(9) 有価証券残高 

(10)単体自己資本比率 

(11)剰余金の配当の金額 

(12)職員数  

56 

９ 

直近２事業年度の事業の状況を示す指標 

(1) 主要な業務の状況を示す指標 

(2) 貯金に関する指標 

(3) 貸出金等に関する指標 

(4) 有価証券に関する指標 

57 

10 リスク管理の体制 10 

11 法令遵守の体制 11 

12 中小企業等の経営の改善及び地域の活性化のための取組の状況 9 

13 苦情処理措置及び紛争解決措置の内容 12 

14 直近２事業年度の貸借対照表、損益計算書及び剰余金処分計算書 29 

15 

直近２事業年度の債権に係る事項 

(1) 破産更生債権及びこれらに準ずる債権 

(2) 危険債権 

(3) 三月以上延滞債権 

(4) 貸出条件緩和債権 

(5) 正常債権 

63 

16 元本補てん契約のある信託に係る債権に関する事項 64 

17 直近２事業年度の自己資本の充実の状況 74 

18 

次の取得価額又は契約価額、時価及び評価損益 

(1) 有価証券 

(2) 金銭の信託 

(3) デリバティブ取引 

(4) 金融等デリバティブ取引（法第10条第6項第13号に規定する取引） 

(5) 有価証券関連店頭デリバティブ取引（法第10条第6項第15号に規定する取引） 

66 

19 直近２事業年度の貸倒引当金の期末残高及び期中増減額 64 

20 直近２事業年度の貸出金償却の額 64 

21 法第37条の２第３項の規定に基づき会計監査人の監査を受けている旨 55 



   

 

 

 

  



   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 相生市農業協同組合 

●本 店 兵庫県相生市大石町 19番 1 号 

TEL 0791-22-0690 

FAX 0791-22-6003 

http://www.jaaioi.com/ 

e-mail info@jaaioi.com 

●営農経済部 TEL 0791-22-0676 

 

 


